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1

1 条例の概要

1 改正の理由

平均寿命の伸長や少子高齢化の進展を踏まえ、豊富な知識、技術、経験等を持っ高齢期の職

員に最大限活躍してもらうため、国家公務員の定年が段階的に飾歳まで引き上げられる。

ついては、国家公務員に準じて、本市の職員に係る定年の引上げ等を行いたい。

2一改正・廃止する条例

①長崎市職員の定年等こ関する条伊11

②職員の分剛二関する手紗'及び効果こ関する条伊」

③職員の懲戒の手舮レ及び効果こ関する条仮」

④一般職の職員の給割こ関する条例

⑤一般職の職員の勤務時問、休日、休1段等1こ関する条伊」

⑥長崎市職員退職手当条伊」

⑦長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基澗こ関する条伊」

⑧単純な労務こ雇用される一般職乃職員の給与の種類及び基澗こ関する条伊」

区分

⑨長崎市職員互助会条伺」

⑩長崎市立学校の教育職員の給与等こ関する特別措置こ関する条伊」

⑪外国の地方公共団体の機関等こ洞艶れる職員の如遇等こ関する条例

⑫長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休a段等こ関する剣,11

⑬一般職刀職員の特殊勤務手当に関する条仮」

⑭公益的法人等への職員の派辿こ関する条伊」

⑮人事行政の運営等の状況の公表こ関する条伊11

⑯一般騎肋任期付職員の採用及び給与の特伊」に関する条例

⑰職員の再任用に関する条伺」

3 内容

①職員の定年、管理監督職勤務上限及び定年前再任用短時間といった任用、給与や退職手当の

支給に係る勤務条件の規定の整備

②①による規定の整備に伴う所要の整備及び関係条文の整理

③定年の引上げに伴う既存の条例の廃止

④雇用保険法の一部改正に対応するための失業者の退職手当の受給期間に係る規定の整備

⑤職業安定法の一部改正に伴う関係条文の整理

①

下記3の内容

0

②

0

③

0

④

0

0

0

⑤

0

0

4 施行日

令和5年4月1日(ただし、上記3の内容のうぢ4)は公布の日、⑤は令和4年10月1印

0

0

0

0

0

,0

0

0

0

0

0

0

0

0



Ⅱ 定年の引上げ(制度)

定年の引上げの概要

1)定年の引上げの概要
平均寿命の伸長や少子高齢化の進展を踏まえ、豊富な知識、技術、経験等を持っ高齢期の職

員に最大限活躍してもらうため、国家公務員の定年が段階的に鉐歳まで引き上げられる。
地方公務員にっいては、国家公務員の定年を基準としてその定年を条例で定めることとされて

いる

《定年の引上げ》

引上げ後現行

堕盧60歳医師及び歯科医師以外

四歳65 歳医師及び歯科医師(特例定年)
※高度の知識、技能を必要とし、欠員を容易に補充することができない等のときは、引上げ後の
定年から3年を上限に勤務することができる

《段階的な引上げ期間中の定年》

期間

行

令和5年4月~令和7年3月
令和7年4月~令和9年3月
令和9年4月~令和11年3月
令和 11年4月~令和13年3月
令和13年4月~【完成形】

※〔例〕令和9年4月~令和 11年3月の期間1

《定年引上げに伴う措置》

1 役職定年制K管理監督職勤務上限年齢制)の

役職定年御K管理監督職勤務上限年齢制Dを入し、管理監督職(管理職手当の支給対
象職)は60歳で管理監督職から降任(医師及び歯科医師を除く。)

医師及ぴ歯科医師
原則

(特例定年)
価歳

66歳

67 歳

68歳

69歳64歳

65歳 70

船歳に達した職員の定年が63歳

60 歳に達した日以後定年前に退職した職員にっいては、本人の希望により、短時間勤務の
職に採用することができる。

任期は定年年齢に達した年度の3月31日まで
【経過措置(暫定再任用職員)】
定年が段階的に引き上げられる経過期問において、定年退職後から65 歳まで再任用できる

よう、現行の再任用制度と同様の仕組みを措置

報提供・意思確認制度の新設

任命権者は当分の間、職員が60歳に達する日の前年度に、60歳以後の任用、給与、退職
手当に関する情報提供を行ったうえで、60歳以後の勤務の意思を確認

2

ーー■

器:ニ

②用除外職員
会計年度任用職員、臨時的任用職員、任期付職員など、任期を定めて任用される職員には、

定年は適用されない。

歳
歳
歳
歳

0
1
2
3

6
6
6
6

冨



《60歳にした職のの選択(本人の意向)・定年年引上げ後》

60

管理監督職

(課長補佐以上)

退職

退職しない

61

非管理監督職への降任

※再任用短時間勤務へ途中興動可
※退職時に退職手当支給

、、瓢"、 .醤,' '
、し、J

定年再任用短時務のに採用
任期は定年退職日まで(1年ごとの更新ではない)
退職手当支給
給与は、現行の再任用職員と同様

退職する

~65

0
退職手当支給

退職する

給与は
60時点の

7割水準

非管理監督 ゛

〔定年年齢が61 ~餌の〕

定年年齢以降~65歳までの間は現行の再任用

職員(暫定再任用職員フルタイム・短時間D

0
退職手当支給

退職しない

定年前再任用短時間勤務職員のに採用
※任期は定年退職日まで(1年ごとの更新ではない)

※退職手当支給

※給与は、現行の再任用職員と同様

〔定年年齢が61歳~64歳の〕

定年年齢以降~65歳までの間は現行の再任用

職員(暫定再任用職員(フルタイム・短時間))

給与は
60歳時点の

7割水準
現行の

再任用短時間勤務へ途中異動可
退職時に退職手当支給

※
※



定年退職日

【段階的定年の引上げ】
年度→ R4 1怖 R6

定年年齢

60歳 1 定年61歳
生年月日

60歳引歳 62歳
退職

退職

手当
S37.4.2~

S38.4.1

(R4年度 60 歳)

S38.4.2~

S39.4.1

(R5年度 60 歳)

R7 R8

定年62歳

63歳 64歳

再任用職員
(暫定再任用職員)

^
60歳 61歳 62歳 63歳

退職

正規

退職再任用
手当短時間

聡歳 60歳 61歳 62歳
退職

59 歳

S39.4.2~

S40.4.1

(R6年度 60 歳)

R9 RI0

定年63歳

65 歳

58 歳

R11 R12

定年餌歳

S40.4.2~

S41.4.1

(R7年度 60 歳)

再任用職員
(暫定再任用職員)

57 歳

64歳

R13 R14

定年価歳

退職
手当

59 歳鶚歳

S41.4.2~

S42.4.1

(R8年度 60 歳)

65歳

退職
手当

弱歳驗歳 57歳驗歳駒歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65 歳

退職

正規職員S42.4.2~

退職 再任用短時間S43.4.1
手当

(R9年度 60歳)

再任用短間・ーー 1 の定年剛再任用短、間職員. .

暫定再任用職員・一現行制度の再任用フルタイム職員及び再任用短時間勤務職員..

《雇用と年金の接続》、
平成25年度以降、公的年金の支給開始年齢が段階的に60歳~65歳へと引き上げられ、令和3

年度に60歳となっだ職員から年金支給開始年齢が65歳となってぃる。定年の年齢が65歳に引き
上げられることにより、雇用と年金の支給が接続されることとなる

再任用短時間

56 歳

船歳

60 歳

57 歳

64歳

再任用職員
(暫定再任用職員)

61 歳

退職
手当

59 歳58歳

65 歳

62 歳

餌歳

退職

65 歳

暫再
定任

用職

再任用短時間

60歳

64歳

61 歳

再任用職員
(定再任用職員)

65歳

62歳 63歳

正規職員

再任用短時間

ー
ー
ー
ー

ー
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ー
ー
ー
ー
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定年の引上げ後の職務

n)定年の引上げの役職及び職務の級

国に準じて、長崎市職員の定年等に関する条例に新たに規定する基準に沿って、職務の降任
を行う。

<基準>

ア人事評価の結果、勤務の状況、職務経験等に基づくこと。

イ標準職務遂行能力、適性を有すると認められる職に任用すること。

ウできる限り上位の職制上の段階に属する職に任用すること。

60 ・ 3/31 現在

部長

政策監・理事

次長

課長

(9級)

課長補佐

(8級)

上席専門官

(7級)

(6級)

係長・主任・専門官

主事・技師(行政職)

行政職1級及び2級

医療職1級~3級

現業職1級~5級

(5級)

60 ・ 4/1 現在

(5級)

(4級)

(3級)

雫

上席専門官

上席専門官

係長・主任・専門官

主事・技師

行政職1級及び2級

(5級)

医療職1級~3級

現業職1級~5級

(5級)

(4級)

(3級)

管
理
督
職
以
外

管
理
監
督

理
監
督
以
外



《60歳に達した職員の職務及び級号給》

管理監督職

管理監督職の職員は、定年年齢の引上げ後、現行の定年(60 歳)に
達した日以後の最初の4月1,日(「特定日」という。)から役職を降任し、

職務の級も降任後の職務に応じた級・号給へ格付け

※この場合の降任は、その内容を記した書面の交付は要しない

管理監督職以外

②役職定年制(管理監督職勤務上隈年齢制)の特例

次の表に掲げる事由があると認めるときは、1年以内の単位であらかじめ職員の同意を得て、引き

続き管理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。

管理監督職以外の職員(係長以下)は、定年の引上げ後も、現行の

定年(60 歳)に達した日以後の3月末時点の職務が4月1日以降もその
まま継続

次のいずれかの事由があり、当該職員の他の

職への降任等により生ずる欠員を容易に補充

することができず、公務の運営に著しい支障が

生ずる場合

a)当該職務が高度の知識、技能又は経験

を必要とする

(2)当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性がある

(3)当該職務を担当する者の交替が当該業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

がある

右欄以外の管理監督職
特定管理監督職群

(職務の内容力帽互こ類似する
複數の管理監^グループ)

職務の内容が相互に類似する管理監督職であ

つて、年齢別構成その他の特別な事情がある

管理監督の群(グループ)で、職員の他の職へ

の降任等により生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず、業務の遂行に重大な障害が生ず

る場合

最長3年まで、もともと就いていた管理監督職
に引き続き留任させることができる。

※現時点で適用を想定する職はないが、国に準じて枠組みを整備するもの
※上記職員らは、公務の特性上、公益法人等への派遣の対象外となる

定年退職日まで、もともと就いていた管理監督

職に引き続き留任させるか、同一の管理監督

職のグループ内に降任や転任させることができ

る。

-6 -



定年前再任用短時間勤務職員(令和6年4月1日~)

任期

日~'日で 65 がのは65 のの3 31日まで

※現行の再任用制度と異なり、1年間の任期の更新ではなく、採用から定年退職日まで

※定年退職日の段階的引上げ期間中は、当該退職日まで(61歳が退職日の職員は61歳)

段階的引上げによる退職日以降~65歳までは、現行の再任用職員制度(定再任用職

員)として勤務可

②給与

現行の再任用短時間勤務職員と同じ。

イメージ図】

65 歳定年退職

60 歳で退職後、
再任用短時間勤務
職員として勤務

定年前再任用短時間勤務のイメージ

63 歳で退職後、
再任用短時間勤務
職員として勤務

60歳

60 歳で退職後、1年
あけて、再任用短時間
勤務職員として勤務

〔参考〕
再任用短時間勤務制
度の不可事例①

定年前再任用短時勤務

〔参考〕
再任用短時間勤務制
度の不可事例②

飴歳

61 歳

61 歳

定年前再任用
短時勤務

定年前再任用短時間勤務

定年前再任用短時間勤務

定年前再任用短時間勤務

再任用短時間勤務職になった後に

60歳前に退職した者は再任用短時間勤務職員に任用することは不可

64 歳

定年再任用
短時間勘務

定年前再任用短時勤務

常員

勤職員に異動させることは不可

退
職

退
職

退
職

退
轍



60歳に達した職員の給与

給料月額

現行の定年(60歳)に達した日以後の3月末時点の給料月額の7割とする。

特定日(4/1)給料月額= 3月末時点の給料月額 X 70%

〔例) 266,700円= 381,000円 X 70%〕

7割料月額の適用除外

任期を定めて任用される職員(会計年度任用職員、臨時的任用職員、任期付職員等)

医師及び歯科医師

定年年齢を延長された職員

②支給される諸手当

ア 60歳に達した常勤職員

60歳前の諸手当と同様の手当を支給し、7割水準となる給料の月額に連動する地域手当や

期末,勤勉手当等は給料と同様に7割水準となる。

イ定年前再任用短時間勤務員

現行の再任用短時間勤務職員と同様の給料及び諸手当を支給する。

③給

60歳に達した常勤職員も現行の昇給制度により昇給し、給料月額は昇給後の給料月額の7割の

額となる。

再任用短時間勤務職員は、現行制度のとおり、単一号給のため昇給はない。

④ 60歳に達した職員の平均給料月額及び平均年収の込

定年引上げ制度'入前の再任用フルタイム職員の給与月額との比較(行政職)

差額①一②②現行の再任用
分区 (増加額)フルタイム勤務職員.. ー゛

9,200円255,200円

900 千円3β00千円

行政職4級93号給
381,000円

60歳
4/1

'

特定日(60歳に達した日後の最初の4月1日)

【特定日給料月額】

行政職4 93

266,700円

特定日以後の給料月額は
給料表の級の額X70%

-8 -

平均給料月額

平均年収見込

264,400円

4,700 千円

給
料
月
額

'
一



⑤退手当

ア支給する時期

常勤職を退職した時に退職手当を支給

◎定年年齢前(65歳・段階的引上期間中は61歳~64歳)に退職した場合

◎ 60歳に達した日以後の初の4月1日から再任用短時間勤務職員となった職員

◎定年年齢前(65歳・段階的引上期間中は引歳~64歳)に再任用短時間勤務職員となった場合

退手当額

定年退職の場合、勤続年数が35年以上であれぱ、支給率は最高率(47.709)となるため、60

歳時点で退職した場合の退職手当と65歳で退職した場合の退職手当は同額となる。

また、飾歳で定年退職した職員が、60歳時点において勤続年数が35年に満たない場合、60

歳時点の退職手当に60歳以降の勤続年数に応じた退職手当を加算した額が退職手当となる。

計算例〕

特定減額前給料月額(A)

退職日給料月額(B)

勤続a年支給率

勤続b年支給率

調整額3

Φ勤続a年の支給率

②鋤続b年の支給率

60歳

退手当

65

行政職6級50号給

行政職4級93号給

勤続32年・定年退職

勤続37年・定年退職

(A)400,100円X①43.81695 +(B)266,700×(②47.709一①43.81695)
十調整額 2,016,000円

退職手当 20,585,171円

400,100円

266,700円

43.81695

47.709

2,016,000円と仮定

※定年退職の場合、勤続35年以上の支給率は47,709(最高率)
①と②の支給率が同じである場合、60歳時点と鉐歳時点の退職手当は同額となる。

B X 田一0A X I

支給率
1゛'、●:,イ

1"'・1"'で逆j二迂jジ" 1

十 +

蛋
日
斡
月
額
(
B
)

特
定
滅
額
猿
月
額
(
A
)

給
料
月
額

一
=



制度導入に向けた取組み

時期

令和

4年度
(6月所管事項調査後)

昭和38年4月2日~昭和43年4月1日生まれの正規職員に対し

制度の概要紹介と、暫定意向調査

一約60%が定年延を希望、約25"が短時間勤務を望(※)

・令和5年度に60歳に到達する職員令和6年度新規採用職員に係る

に対する情報提供・意思確認採用計画を検討

条例施行
・60歳を超える職員が能力を活かす

二とのできる配置の検討

令和

5年度

内容

令和運用開始

6年度

(参考)今年度の暫定意向調査結果(※)を踏まえた試算

年度別の定年退職者数の簡易試算
140

120

1α)

80

60

40

20

0

R4米 R5末 R6末 R7末胎末 R9末

制度導入前

RI0末 RⅡ末 R12末 RB朱 R14末

制度導入後

4α)

350 'ι}゛.・'X '1t",・、,'セ之・"、'"S、','11'1ゞ,1"""Ti鶚老>、'、゛,急'.335
・、草i市1、、J、f【・""'、〔議"込、_ξ・.'、3了.1,,エ"亀屠U、・;翆、 1,、tにIY・・.i

.1'1'1・fiiⅡ111
,,"、."゛" 1、,'.゛"1,1Y'・.、',・, J 、'¥'..,

3Φ
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2釦

定年延長者の簡易試算
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1α)
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0長崎市職員の定年等に関する条例

(昭和59年長崎市条例第37号)

長崎市職員の定年等に関する条例新旧対照表【第1条関係】

[新設]

現行

[新設]

(趣旨)

第1条この条例は、地方公務員法(昭和25年法律第

0長崎市職員の定年等に関する条例

(昭和59年長崎市条例第37号)

261号) 28条の2第1項及び 2項並びに 2

8条の3

目徐

改正案

必要な事項を定めるものとする。

[新設]
ノ

(定年)

第3条職員の定年は、年齢60午とする。ただし、

般職の職員の給与に関する条伊」(昭和26年長崎市条

例第113号)別表第2医療職給料表(1)の適用を受

ける職員の定年は、年齢旦上生とする。

(定年による退職の特例)

第4条任命権者は、定年に達した職員が第2条の規定

により退職すべきこととなる場合において、次の各号

のいずれかに該当司、ると認めるときは、

1章

2章定年制度( 2条一

3章管理監督職務上限年齢 U(

1」( 1条)

条)

4章定前再壬用短時間勤務制(

の規定に基づき、職員の定年等に関し

旦魯L

5章雑則(第14条)

11

附則

第」連_鐙則

(趣旨)

第1条この条例は、・地方公務員法(昭和25年法律第

261号 P 下 N却という) 22条の4第1項

4項までの定により異動,鳥(同

あって定退職日において管理監職( 6条に

5条)

_壁虫職旦E係る定年退職日の翌日力喝起算して1

年を超えない範囲内で期限を定め、曇四墜旦竺t当^

職務に従事させるた

6条一

及び第2項

28条の5

E篁2上会旦三の規定に基づき、職員の定年等に関し

必要な事項を定めるものとする。

篁三室^

(定年)

第3条職員の定年は、年齢65年とする。ただし、

般職の職員の給与に関する条例(昭和26年長崎市条

例第113号)別表第2医療職給料表(1)の適用を受

ける職員の定年は、年齢Z』_生とする。

(定年による退職の特例)

第4条任命権者は、定年に達した職員が第2条の規定

により退職すべきこととなる場合において、次に掲げ

る事由があると認めるときは、同条の規定にかかわら

12条

11

め引き続いて勤務させることができる。

22条の5第1項

1

28条の6 1項から

28条の2

3項まで並び

土'ヨ聾墜旦E係る定年退職日の翌日力喝起算して1

年を超えない範囲内で期限を定め、当弦墜旦空当^

年退職日において従事している職務に従事させるた

め._旦Lき塗き勤務させることができる。左塑」'.^旦

条

(同条 1項又は 2項の規定に

1項から

1項に規定,、る異動,間をいう以下この項及び次

項において同じ

より延長された異動,間を<む)を延長した職て



現行

(1)当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要

とするものであるため、その職員の退職により

公務の

運営に薯Lい支障が生ずるとき。

(2)当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に

特殊性があるため、その職員の退職による欠員を

容易に補充することができないとき。

定する職をいう以下この条及ぴ'章において同じ)

(3)当該職務を担当する者の交替がその業務の遂

行上重大な障害となる特別の事情があるため、丑

四職員の退職により公務の運営に著しい支障が生

ずるとき。

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延

を占めている職については

項の規定により当該異動,問を延長した場合であっ

て

改正案

たときに限るものとし、当該限は、当該職が占め

1き続き務させることについて市長の承認を写

てぃる管理監職に係る異動間の末日の翌日から

長された期限が到来する場合において、前項の事由

起して3年を超えることができない

が引き続き存すると認めるときは、市長の承

1年を超

(1)当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要

認を得て、

゛

えない範囲内で期限を延長することができる。ただ

し、その期限は、その職員に係る定年退職日

とするものであるため、当該職員の退職により生

ずる欠を容易に補充することができず公務の

9条第1項又は第'2

運営に薯しい支障が生ずること、。

(2)当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に

特殊性があるため、当該職員の退職による欠員を

容易に補充することができず公務の運営に著し
イ

算して3年を超えることができない。

3 任命権者は、第1項の規定により職員を旦士宣堕と上工

勤務させる場合又は前項の規定により期限を延長す

る場合には、当該職員の同意を得なけれぱならない。

(3)当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂

行上重大な障害となる特別の事情があるため、当

並職員の退職により公務の運営に著しい支障が生

ずるとと。

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延

い支障が生ずること。

4 任命権者は、

定により延長きれた期限が到来する前に篁」3亘三2事

長された期限が到来tる場合において、前項各号に掲

由が子しなくな0た

げる事由が引き続きあると認めるときは、市長の承

認を得て、これらの期限の翌日から起して1年を超

の翌日から起

の同意を得て、期日を定めてその期限を盤上'ぜ工退

えない範囲内で期限を延長することができる。ただ

し、当該期限は、当該職員に係る定年退職口」回蓼左

第5条

させることができる。

第1項の期限又は第2項の規

だし書に定tる職にあっては、当該職力

〔略]

いる管理監

算して3年を超えることができない。

3 任命権者は、第1項の規定により職員を旦士き^

勤務させる場合又は前項の規定により期限を延長す

る場合には、当該職員の同意を得なけれぱならない。

と認めるときは、当該職員

に係る異動間の末日)の翌日から起

4 任命権者は

こととされた職及び 2項の規定により期限が延

長された職にっいて第1項の期限又は第2項の規

定により延長された期限が到来する前に篁」」連宣量

に掲げる事由がなくなったと認めるときは、当該職員

の同意を得て、期口を定めて当該期限を盤』"三ぜ亙上

のとする。

第5条〔略]

1項の規定により引きルき勤務する

めて

12



[新設]

'麺詮L

現行

3章 M理監督職勤務上限齢制

(処理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監

職)

'新製_

6条法

改正案

る職は次に掲げる職(一般の職の1合与にする

条例別表 2医療職給'表(1)の適用をヰける職

の職を除く

28

( 1 )

』逝盤L

の2

一般職の職の給与に関する例

( 2 )

1項に規定する管理職手当を支給される職の職

)と

1項に定tる条例で定め

長崎市上下水道局企職の給与の種及び基

準に関する条例(昭和32年長,市条例

る

5条に定tる管理職手当を支'合される職

( 3 ) 長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日休

暇等に関する条例(平成3 長崎市条例 14号)

第3条 1項に規定する処理職手当を支給される

獄旦四墜

(管理監

7条の3

7条法 28条の2

勤務上限齢は、年齢60

(他のへの降任等を行うに当たって遵守tべき基

準)

務上限年齢)

1 7号)

8

他のへの降等以下この章において「他の職への

の

壬命権者は法 28条の2

F 壬等という)をーうに当たっては法 13条

1項に定する管理監職

15条

条に定めるもののほ力

とする

ればならない

( 1 )

23

当該職の人事評の結果又は勤務の況及び

の3

職務経験等に基づき降壬又は転壬(

転壬に限る

4項に定する

て

27条

に掲げる基準を遵守しなけ

属する職制上の段ヒの標準的な職に係る法

条の2

1項及び

(以下この条及ぴ

(次条 3項において「模準職務遂行能力

等

つ

1項 5号に規定する粳準職務遂行能力

とレ つ

三上._

(2)人事の計画その他の事戸を考慮した上で

の適性を有するとぎ忍められる職に降壬等をする

)及ぴ当該

56

)をしようとする職の

13

監職以外の職又は管理監職勤務上限年齢が当

10条におい

を半う

等をしようとする職について

15

とレ

管理

職

「こ



現行

該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限

」新盤L

り上立の職制上の段 bに属する職に、降壬等をす

( 3 )

亙三上」

改正案

当該職の他の職への

職が占めていた管理監職力

より上立の職 U上の段に属する管理監職を

占める職

とし つ

1号に掲げる基準に従った上での'況その他の

事を考慮してやむを写ないと認められる場合を

(以下この号において「上立職職

の他の'への降等もする場合には

除き、上立職職

一

等をする際に、当該

上の段

階より下位の職制上の段に属する職に、降壬等

する職制上の段

を司一ること

と同じ職制上の段又は当該制上の段

(管理監督職勤務上限年齢による降等及び管理監

督職への壬用の制限の特例)

の

9条壬命権者は他のへの降壬等をすべき管理監

等をした職力

職を占める

認めるときは当該職が占める竺理監

動ル(当該此理監職に係る処理監職務上限

齢に達した日の翌日から同日以後に粘ける

tる職制

月1日までの間をいう

歌にげる事由があるとについて

の末日の翌日から起算して1午を超えない,問内(当

該,ル内に定退職日がある職にあっては当該

動,品の末日の翌日から定退職日までの,問内

3

続き当該管理監職を占める職員に当紗管理監督職

において同じ)で当該動鳥を延

を占めたまま勤務をさせることができる

P 下この章に船いて同じ)

( 1 )

に係る

当該職務が高度の知識技能又は験を必要と

するものであるため、当該職の他の職への

等により生ずる欠を容に補充することがて

の4

(2

きず公務の運山にしい支障が生ること

当該務に係る務環境その他の勤条件に特

性があるため、当該職の他の職への

よる欠を容に補充することができず公務の運

( 3 )

Nに

L 1き

当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行

しい支障が生ずること

上重大な障となる特別の事戸があるため当該

r

職の他の職への

14 -

い支障が生ずること

壬

等により公の運営に

壬等に

し



現行

2 壬命権者は、前項又はこの項の定により異動間

(これらの規定により延長された期間を含む)が延

長された"理監督職を占める職について前項各号

に掲げる事由が 1き、きあると認めるときは、延長さ

改正案

れた当該異動鳥の末日の翌日から起して1年を

超えなレ

にあっては

ら定年退職日までのル内

ア内当該,間内に定退職日がある

で延長された当該動期問を更に延長することがて

きるただし更に延長される当該異動期問の末日は

長された当該動期間の末日の翌日力

当該職力

の翌日から起

3 壬命権者は

ることができる場合を除き、他の職への任等をすべ

める管理監督職に係る異動期問の末日

き特定管理監督職群(職務の内容が相互に似する複

4項に翁いて同じ)

数の管理監督職であってこれらの欠を容易に補充

して3年を超えることができなV

することができない年齢別構成そのの特別の事

1項の規定により動,間を延長す

がある管理監職として市が定める旭理監職を

し、ワ

職を占める職について当該特定処理監職群に属

以下この項において同じ

する管理監督職の属する職制上の段Bの標準的な職

に係る粳準職務遂行能力及び当該管理監督職につぃ

ての適性をすると曼忍められる職

に係る処理監職務上限年齢に達した職を除

く

があるため当該職の他の職への

)のが当該廸理監職の数に満たない等の事

管理監督職に生ずる欠を容に補することがで

にする管理監

きず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるとき

は、当該職が占める管理監督職に係る異動,間の末

日の翌日から起算して1年を超えな、

動間を延長し

いる職に当該越理監

(当該理監督職

又は当該職を当該管理監督職が属する特定越理監

職群の他の管理監督職に降し若しくは転任する

ととができる

4

等により当該

1き

任命権者は

動間(とれらの定により延長された期問をむ

き当該処理監職を占めて

が延長された此理監職を占める職について前項

をめたまま勤務をさせ

閔内で当該

15 -

より延長された当該異動,問を更に延長すること力

定する事由があると認めるとき(

1項若しくは 2項の規定により異

2項の定にこ



現行

[新設]

[新設]

できるときを除く

定により異動期間(前3項又はこの項の規定により延

長された,問をAむ)が延長された管理監督職を占

』新設L

』新盤a_

める職について前項に定する事由が 1き、きあ

改正案

るとま忍めるときは、延長された当該異動,司の末日の

翌日から起して1年を超えない間内で長され

又は前項若しくはごの項の規

た当該異動,問を更に延長することができる

(異動問の延長等に係る職の同意)

第 10

る場合及ぴ同条第3項の定により異動期間を延長

規定により他の理監職に降壬等をする場合には

壬命権者は前条 1項から 4項までの規

あらかじめ職の同意を鵠なけれぱならなレ

(異動期間の延長事由が消滅した場合の")

11条壬権者は

延長した場合に船いて、当該異動期間の末日の到来前

に当該異動,間の延長の事由が消滅したときは、他の

職への

4章定年前再壬用短時問勤務制

(定前再用短時鳥勤務職の壬用

等をするものとする

9条の定により

12

職(臨時的に壬用される職その他の法 により壬

を定めて用される職及び非常勤職が退職する

命権者は

場合を除く

」新製_

て「齢60年以上退職者という

務実その他の市長が定める戸報に基づく選考によ

動期間を

齢60

り、短時間務の職当該職を占める

)をした

たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその

職務が当該短時問勤務の職と同種の職を占める職

に達した日以後に退

の1週間当たりの通常の勤時間に比し短い時間て

(以下この条及び歌条におい

ある職をい

に採用するごとができるただし年齢60

職者がその者を採用しようと

係る定退職日相当日(短時間勤務のを占める職

P 下この条及び炊条において同じ)

を従前の勤

力 常時務を要する職でその職務が当該短時間勤務

の職と同種の職を占めているものとした合におけ

る定退

の1週間当

この限りでない

13条

日をV ワ

崎県後高者医療広域連合の齢60年以上退

る短時問勤務の職に

者を従前の勤務実その他の市長が定める・戸報に基

16

壬

)を1 過した者であるときは

は、前条本文の定によるほ力

P 上退

長



、

.

'新盤L

現行

[新設]

附則

1~3

[新設]

[略]

づく選考により、短時間

宣旦」

2 前項の場合においては前条ただし書の規定を準用

立亙」

第旦童_1型

'委佳L

改正案

14

定塗丕」

の職に採用することがで

この条例の施行にし必要な事項は市長え

附則

1~3

、

[略]

(定に関する過措)

〔新設]

4 令和5年4月1日から令和13

の間における

の左欄に掲げる間の区に応じ同条中ア65年」

とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

令和5年4月1日から令和7年3月31

日まで

3条の規定の適用については、炊の表

令和7年4月1日から令和9年3月31

日まで

令和9年4月1日から令和 11年3月3

1日まで

3月3 1日まで

令和11年4月1日から令和13年3月

31日まで

5 令和5

の間に蜘ける第3条ただし書の規定の適用について

は次の表の左欄に掲げる期問の区に応じ、同条

6 1年

4月1日から令和13年3月31日まて

ただし書中アフ0年とあるのはそれぞれ同表の

右欄にげる字句とする

6 2年

令和5年4月1日から令和7年3月31

日まで

6 3年

令和7年4月1日から令和9年3月31

日まで

64年

令和9年4月1日から令和11年3月3

1日まで

令和11年4月1日から令和13年3月

31日まで

17

6 6年

6 7年

68年

6 9年



[新設]

現行

(,1圭報の提供及び勤務の意思の確認)

6

職その他の法律により壬期を定めて壬用される職

命権者は、当の間、職

改正案

除く

常勤職及び 3条ただし書に規定する職を

する日のする年度の前度(以下この項において「凖

P 下この項において同じ)が年齢60年に達

報の提供及ぴ勤務の意思の認を行'べき度

年度に職でなかった者で、当1刻報の提供及び勤務

のデ思の確認を行うべき年度の末日後に採用された職

(情報の提供及ぴ勤務の意思の確認を行うべき

(臨時的に用される

(異動等により'報の提供及び務の意思の確認を

下この項において「末日経過職

べき度の末日を経過するとととなうた職

にあっては当該職が採用された日から同日のする

年度の末日までの,問末日経過職にあっては当該

職の異動等の日が属する年度(当該日が年度の初日

である場合は、当該度の前年

適用される壬用及び給与に関る措の内容その他の

に対し、当該職が年齢60年に達する日以後に

とし

必要な1主&を提供tるものと

日以後における務の意思を確認するよう

という)を除く)

上土五_

(以

)において当該

るとともに同日の翌

めるもの

18

う

行



.

職員の分限に関する手続及び効果に関する条例新旧対照表 1第2条関係】

0職員の分限に関する手続及び効果に関する条例

(昭和26年長崎市条例第88号)

(降任、免職及び休職の乎続)

第2条[略]

2 職員の意に反する降任、若しくは免職又は休職の処

分は、その旨を記載した書面を、当該職員に交付して

行なわなければならない。

現行

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例新旧対照表【第3条関係】

0職員の懲戒の手続及び効果に関する条例

(昭和26年長崎市条例第89号)

0職員の分限に関する手続及び効果に関する条例

(昭和26年長崎市条例第88号)

印鼻任、免職及び休職の手続)

第2条[略]

2 職員の意に反する降任、若しくは免職又は休職の処

分は、その旨を記載した書面を、当該職員に交付して

(減給の効果)

第3条減給は、 1日以上6月以下

現行

改正案

る職員については、一般職の職員の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第113号)第23条の2第

3項に規定する基本報酬)の10分の1以下を減ずる

ものとする。

給料(法第22条の2第1項第1号に掲げ

行なわなけれぱならない。ただL 法

1項本文の規定による

ない

壬をする場合は、この限りて

0職員の懲戒の手続及び効果に関する条例

(昭和26年長崎市条例第89号)

(減給の効果)

第3条減給は、1口以上6月以下四塑閏」壁四^

日に受ける給料(法第22条の2第1項第1号に掲げ

28条の2第

改正案

る職員については、一般職の職員の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第113号)第23条の2第

3項に規定する基本報酬)の10分の1以下を減ずる

ものとする。との場合において、その減ずる額が現に

受ける'合 0ノの 1に相当するを超えるときの1

は当該を減ずるものとする

19 -



0一般職の職員の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第113号)

一般職の職員の給与に関する条例新旧対照表【第4条関係】

第5条[略]

2 [略]

3 職員の昇給は、市長が定める日に、同日前1年間に

おけるその者の勤務成績に応じて、行うものとす

る。

4 [略]

5 55歳(医療職給料表(1)の適用を受ける職員に

あっては、 57歳)に達した職員に関するその達した

日後の最初の4月1日以降における第3項の規定に

よる昇給は、同項に規定する期間におけるその者の
、

勤務成績が特に良好である場合に限り行うものとし、

昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて

市長が定める基準に従い決定するものとする。

[略]6~8

現行

0一般職の職員の給与に関する条例

(昭和26年長崎市条例第113号)

ノ

9

第5条[略]

2 [略]

3 職員の昇給は、市長が定める日に、同日前1年間に

船ける当3亥職旦の勤務成績に応じて、行うものとす

る。

4 [略]

5 55歳(医療職給料表(1)の適用を受ける職員に

あっては、 57歳)に達した職員に関するその達した

日後の最初の4月1日以降における第3項の規定に

よる昇給は、同項に規定する期間に船ける当弦雅旦の

勤務成績が特に良好である場合に限り行うものとし、

昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて

市長が定める基準に従い決定するものとする。

[略]6~8

法 28条の4

28

改正案

された職

の6第1項若しくは

額はその者に適用される給料表の再用職の項に

掲げる'旧料月額のうちその者の属する職務の級に応

.ノ

,

じた額とする

(以下「再壬用職

1項 28条の5

2項の定により採用

とし、う

1項又は

)の1合

10

9

月

法 22条の4

短時F

再壬用職で法 28条の5

しくは

務職

わ'らず、同項の規定による給料月額に、勤務時間条例

務の職を占めるもの(以下「再壬用短時間勤

(以下「定前再壬用短時E

の、合料月額は当該定年前再壬用短時間勤職に適

2

という)の給'月額は、前項の定に力功

用される給料表の定年前再壬用短時間勤務職の項

2条 3項の規定により定められたそのの勤務

に定する短時鳥勤務のを占める職

時間を同条 1項に規定する務時間で除して写た

に掲げる基準'合"月額のうち前条 3項の定によ

1項又は

り当該定年前再壬用短時間

を乗じて写たとするとの場合において 50円

未満の端数があるときはこれを

級に応じたに勤務時間例 2条 3項の規定に

2 2条の5

より定められた当該定前再壬用短時間

1項に定する

務時間を同条 1項に規定する務時間で除して

号た数を乗じて得た額(当該額に、 50円未満の端数

職

があるときはこれをり捨てた額 50円以上100

1項若

円満の端数があるときはこれを100円に切り上

ぜ左額L上^

」貞雌L

とし、つ

職の属る職務の

り捨て、 50円P 上

職 の

20



、

100円未満の端数があるときはこれを100円に

切り上げるものとする

(通勤手当)

第10条通勤手当は、炊に掲げる職員に支給する。

(1)通勤のため交通機関又は有料の道路(以下

「交通機関等」という。)を

現行

1運賃等」という。)を負担することを

常例とする職員(交通機関等を利用しなけれぱ通

勤することが著しく困難である職員以外の職員で

あって交通機関等を利用しないで徒歩により通勤

するものとした場合の通勤距籬が片道2キロメー

トル未満であるもの及び第3号に掲げる職員を除

く。)

(2)通勤のため自動車その他の交通の用具で市長が

定めるもの(以下

利用してその運賃又は料金(以下

-21

いう。)を使用することを常例とする職員伯動

車等を使用しなければ通勤することが著しく困難

である職員以外の職員であ0て自動車等を使用し

ないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤

距離が片道2キロメートル未満であるもの及び次

号に掲げる職員を除く。)

[略]( 3 )

2 通勤手当の額は、炊の各号に掲げる職員の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。

(1)前項第1号に掲げる職員支給単位期問にっ

き、市長が定めるところにより算出Lたその者

の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当

する額(以下

(通勤手当)

第10条通勤手当は、炊に掲げる職員に支給する。

住)通勤のため交通機関又は有料の道路(以下この

麺盈至迭聖E^「交通機関靭凶,。)を

利用してその運賃又は料金(以下この項及び次項

改正案

において「運賃等」という。)を負担することを

常例とする職員(交通機関等を利用しなけれぱ通

勤するととが著しく困難である職員以外の職員で

あって交通機関等を利用しないで徒歩により通勤

するものとした場合の通勤距籬が片道2キロメー

トル未満であるもの及び第3号に掲げる職員を除

く。)

(2)通勤のため自動車その他の交通の用具で市長が

定めるもの似下三里金E室y工岫動車等」と

いう。)を使用することを常例とする職員絢動

車等を使用しなければ通勤することが薯しく困難

である職員以外の職員であって自動車等を使用し

ないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤

距雛が片道2キロメートル米満であるもの及び炊

号に掲げる職員を除く。)

(3)[略]

2 通勤手当の額は、玖の各号に掲げる職員の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。

(1)前項第1号に掲げる職員支給単位期間にっ

き、市長が定めるととろにより算出した当1喜弦旦

の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当

する額(以下この号において「運賃等相当額」と

いう。)。ただし、運賃等相当額を支給単位期間

の月数で除して得た額(以下三四丑丞墜第^

おいて「1箇月当たりの運賃等相当額」という。)

が55,000円を超えるときは、支給単位期間

につき、 55,000円に支給単位期間の月数を

乗じて得た額(当弦墜旦が2以上の交通機関等を

利用するものとして当該運賃等の額を算出する場

合において、 1箇月当たりの運賃等相当額の合計

額が55,000円を超えるときは、当1玄墜旦の

通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間につき、 55.000円に当該支給単位

「自動車等」と

いう。)。ただし、運賃等相当額を支給単位期間

の月数で除して得た額(以下

「1箇月当たりの運賃等相当額」という。)

が55,000円を超えるときは、支給単位期間

につき、 55,000円に支給単位期間の月数を

乗じて得た額(その者が2以上の交通機関等を

利用するものとして当該運賃等の額を算出する場

合において、 1筒月当たりの運賃等相当額の合計

額が55,000円を超えるときは、その者の

通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間につき、 55,000円に当該支給単位

「運賃等相当額」と



期間の月数を乗じて得た額)

(2)[略]

(3)前項第3号に掲げる職員交通機関等を利用せ

ず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距雛、交通機関等の

利用距籬、自動車等の種類及び使用距眺等の事情

を考慮して市長が定める区分に応じ、前2号に定

める額(1箇月当たりの運賃等相当額及ぴ前号に

定める額の合計額が55,000円を超えるとき

は、その者の通勤手当に係る支給単位期間のう

ち最も長い支給単位期間につき、 55,000円

に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額)、第

1号に定める額又は前号に定める額

[略】3~6

(時間外勤務手当)

第14条正規の勤務時間を超えて勤務することを命

ぜられた職員には、正規の勤務時間を超えて勤務し

た全時間に対して、勤務1時間につき、第19条に

規定する勤務1時間当たりの給与額に正規の勤務時

間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれ

ぞれ10 0分の 125から 100分の150までの

範囲内で市長が別に定める割合(その勤務が午後1

0時から翌日の午前5時までの間にある蝿宣蛙^、

その割合に100分の25を加算した割合)を乗じ

て得た額を時間外勤務手当として支給する。

(1)~(2).1略]

現行

定年前再用短時間勤務職が、正規の勤務時間が

期間の月数を乗じて得た額)

(2)〔略]

(3)前項第3号に掲げる職員交通機関等を利用せ

ず、かっ、自動車等を使用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の

利用距誹、自動車等の種頚及ぴ使用距眺等の事情

を考慮して市長が定める区分に応じ、前2号に定

める額(1箇月当たりの運賃等相当額及び前号に

定める額の合計額が55,000円を超えるとき

は、当弦職旦の通勤手当に係る支給単位期間のう

ち最も長い支給単位期間につき、 55,000円

に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額)、第

1号に定める額又は前号に定める額

[略]

(時間外勤務手当)

第14条正規の勤務時問を超えて勤務することを命

ぜられた職員には、正規の勤務時間を超えて勤務し

た全時間に対して、勤務1時聞につき、第19条に

規定する勤務1時間当たりの給与額に正規の勤務時

間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれ

ぞれ100分の125から 100分の15 0までの

範囲内で市長が別に定める割合(その勤務が午後1

0時から翌日の前5時までの間にある場合には、

案改 正

1

-22 -

2

寄」り振られた日,において、正規の勤務時間を超えてし

た勤務のうち、その勤務の時問とその勤務をした日に

おける正規の勤務時問との合計が7時間45分に達

するまでの間の勤務に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「正規の勤務時問を超えてした歌に掲

げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分の125

から100分の150までの範囲内で市長が別に定

める割合」とあるのは、'「1 00分の 1 00」とする。

3 [略]

4 正規の勤務時間を超えて勤務すること又は割振り

変更前の正規の勤務時間を超えて勤務することを命

ぜられ、正規の勤務時間を超えてした勤務(勤務時間

条例第2条第5項及ぴ第7項並びに第7条の規定に

再壬用短時司務職

3 ~ 6

が、正規の勤務時問が

その割合に100分の25を加算した割合)を乗じ

て得た額を時間外勤務手当として支給する。

(1)~(2)[略]

2

寄」り振られた日において、正規の勤務時間を超えてし

た勤務のうち、その勤務の時間とその勤務をした日に

おける正規の勤務時間との合計が7時間45分に達

するまでの間の勤務に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「正規の勤務時間を超えてした次に掲

げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分の125

から100分の150までの範囲内で市長が別に定

める割合」とあるのは、「100分の 10 0」とする。

3 〔略]

4 正規の勤務時間を超えて勤務すること又は割振り

変吏前の正規の勤務時間を超えて勤務することを命

ぜられ、正規の勤務時間を超えてした勤務(勤務時間

条例第2条第5項及び第7項並びに第7条の規定に



.

基づく週休日における勤務のうち市長が別に定める

ものを除く。以下この条において同じ。)の時間及び

割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務の

時間(市長が別に定める時間を除く。)を合計した時

間が1箇月について60時間を超えた職員には、その

60時問を超えて勤務した全時間に対して、第1項

現行

聖LL及び前項の規定にかかわらず、勤務1時間につ

き、第19条に規定する.勤務1時間当たりの給与額

に、正規の勤務時間を超えてした勤務に係る時間にあ

つては100分の150(その勤務が午後10時から

翌日の午前5時までの間である場合は、100分の

175)を、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

した勤務に係る時間にあっては100分の50をそ

れぞれ乗じて得た額を時間外勤務手当として支給す

る。

5 勤務時間条例第7条の2第1項に規定する時間外

勤務代休時間を指定された場合において、当該時間外

勤務代休時間に職員が勤務しなかったときは、前項に

規定する60時間を超えて勤務した全時間のうち当

該時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤

務手当の支給に係る時間に対しては、当該時間1時間

につき、第19条に規定する勤務1時間当たりの給与

額に、正規の勤務時間を超えてした勤務に係る時間に

あうては100分の 150 (その時間が午後10時か

ら翌日の午前5時までの間である場合は、100分

の175)から第1項に規定する市長が別に定める割

合(その時間が午後10時から翌日の午前5時までの

間である場合は、その割合に100分の25を加算

した割合)を減じた割合を、割振り変更前の正規の勤

務時間を超えてした勤務に係る時間にあっては10

0分の50から第3項に規定する市長が別に定める

割合を減じた割合をそれぞれ乗じて得た額の時間外

勤務手当を支給することを要しない。

6 [略]

(特定の職員についての適用除外)

第18条[略]

( 2項の定により読み替えて適用する場合を含

基づく週休日における勤務のうち市長が別に定める

ものを除く。以下との条に羚いて同じ。)の時間及ぴ

割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務の

時間(市長が別に定める時間を除く。)を合計した時

間が1箇月について60時問を超えた職員には、その

60時間を超えて勤務した全時問に対して、第1項

改正案

及ぴ前項の規定にかかわらず、勤務1時間にっ

き、第19条に規定する勤務1時間当たりの給与額

に、正規の勤務時間を超えてした勤務に係る時間にあ

0ては100分の150(その勤務が午後10時から

翌日の午前5時までの間である場合には、100分の

175)を、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

した勤務に係る時間にあっては100分の50をそ

れぞれ乗じて得た額を時間外勤務手当として支給す

る。

5 勤務時間条例第7条の2第1項に規定する時間外

勤務代休時間を指定された場合において、当該時問外

'勤務代休時間に職員が勤務しなかったときは、前項に

規定する60時間を超えて勤務した全時間のうち当

該時間外勤務代休時問の指定に代えられた時間外勤

務手当の支給に係る時問に対しては、当該時間1時間

につき、第19条に規定する勤務1時間当たりの給与

額に、正規の勤務時間を超えてした勤務に係る時間に

あっては100分のj50 (その時間が午後10時か

ら翌日の午前5時までの間である場合には、100分

の175)から第1項に規定する市長が別に定める割

合(その時間が午後10時から翌日の午前5時までの

間である場合には、その割合に100分の25を加算

した割合)を減じた割合を、割振り変更前の正規の勤

務時間を超えてした勤務に係る時間にあっては10

0分の50から第3項に規定する市長が別に定める

割合を減じた割合をそれぞれ乗じて得た額の時閲外

勤務手当を支給することを要しない。

6 [略]

(特定の職員についての適用除外)

第18条[略]

2

条まで、第9条の3及び第9条の4の規定は、吾任墨

職

7条の4から第9

には適用しない。

7条の4から第9 2

条まで、第9条の3及び第9条の4の規定は、定年前

再壬用短時間勤務職には適用しない。

5条

23

1項から 8項まて



(期末手当)

第18条の2 [略]

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の12

0を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間に

おけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。

現行

額に100分の45を乗じて得た額の総額

[略]3~5

3

の適用については、同項中「100分の120」とあ

るのは「1 00分の 6 7..5」とする。

[略]4~フ

(勤勉手当)

第18条の5 勤勉手当は、

(以下この条

ノ

再壬用職

準日」という。)にそれぞれ在職する職員に対し、そ

の者の基準日以前における直近の人事評価の結果及

び基準日以前6箇月以内の期問における勤務の状況

に応じてそれぞれ基準日の属する月の市長が定める

日に支給する。これらの基準日前1箇月以内に退職

し、又は死亡した職員(市長が定める職員を除く。)

についても、同様とする。

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市

長の定める基準に従って定める割合を乗じて得た額

とする。ごの揚合において、全ての任命権者が支給す

る勤勉手当の額の、歌の各号に掲げる職員の区分ビと

の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

(期末手当)

第18条の2 〔略]

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の12

0を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間に

おける当弦職屋の在職期間の炊の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。

に対する前項の規定

改正案

6月1日及ぴ1 2月1日

に船いてとれらの日を「基

当該定前再壬用短時間務職の勤勉手当基礎

3

の適用にっいては、同項中 rlo0分の120」とあ

るのは「100分の 6 7.5j とする。

[略]4~フ

(勤勉手当)

第18条の5 勤勉手当は、 6月1日及び12月1日

定年前再壬用短時間勤務職に対する前項の規定

.

らない。

(1)前項の職員のうち再壬用職

(以下この項から

以外の職員当該職員の勤勉手当基礎額に当該

職員がそれぞれその基準日現在(退職し、又は死

亡した職員にあウては、退職し、又は死亡した日

現在。次項において同じ。)に船いて受けるべき

扶養手当の月額及ぴこれに対する地域手当の月

額の合計額を加算した額に100分の95を乗

じて得た額の総額

(2)前項の職員のうち要任皿壁旦

準日」という。)にそれぞれ在職する職員に対し、そ

の者の基準日以前における直近の人事評価の結果及

び基準日以前6箇月以内の期間における勤務の状況

に応じてそれぞれ基準日の属する月の市長が定める

日に支給する。これらの基峯日前1箇月以内に退職

し、又は死亡した職員(市長が定める職員を除く。)

にういても、同様とする。

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が市

長の定める基準に従って定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、全ての任命権者が支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごと

の総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

3項までに浦いてこれらの日を「基

24 -

当該再壬用職

3~5

額に100分の45を乗じて得た額の総額

[略]

らない。

(1)前項の職員のうち定年前再用短時占勤務職

以外の職員当該職員の勤勉手当基礎額に当該

職員がそれぞれその基準日現在(退職し、又は死

亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日

現在。炊項において同じ。)において受けるべき

扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月

額の合計額を加算した額に100分の95を乗

の勤勉手当基礎

( 2 )

じて得た額の総額

前項の職員のうち定前再壬用短時問務職



.

附則

'新設L

現行

』逝壁L

附則

18

に達した日後における初の4月1日(附 1」

当ノの問

において「特定日

改正案

される'合表の1合"阿

により当該職

の給斗月額は、当該職が60歳

項

の受ける号給に応じた額に100ノの70を乗じて

2項

得た額(当該額に 50円未満の端数を生じたときは

という)以後当該職員に適用

の

これを

4項及び 5項の定により当該職

する職'の級並びに

を生じたときはこれを100円に切り上げた

のうち

るこの場合において、この項の定の適用により降

り捨てた

する職員に対し、当該職の1合料月額に異動を生じ

4

た旨を通知するものとする

19

20項

[新設]

2項の定

50円以上100円未満の端

( 1 )

前項の規定は、炊に掲げる職には適用しなV

5

臨時的に壬用される

( 2 )

1

を定めて壬用される

別表 2医療職、合表 1)の適用を受ける職

( 3 )

旦

長崎市職の定等に関する条例(昭和59年

長崎市条例 37号)

規定により勤務してぃる職

とす

その他の法律により

定する定年退職日において前項の規定が適用され

及び非常職

( 4 )

ていた職を除く

長市

又は

動期間(同条 1項又は 2項の規定により延長

4条 1項又は

2項の規定により同条 1項に規定する異

された,問をむ).を延長された伺条例 6条

の定等に関する条例

20

に規定する職を占める職

(同条例 2条に

法 28条の2

等をされた

された日(以下この項及び

2項の

動日

適用を受ける職のうち特定日に附則

とい

定により当該職の受ける

であって当該

9条

4項に定する他の職への降

いて「特定日

)の前日から引き

当該職がヰけていた'、。料月

1項

乗じて写た

ときはこれを切り捨てた

の

の端数を生じたときはこれを100円に切り上げた

25

22項において「

月

への降壬等を

(当該に、 50円未満の端数を生じた

き同一の。料表の

という)が異動日の前日に

月額(以下この項に船

18項の規

に100

50円以上100円未満

の70を

△
口



現行

'新誰L

」新盤L

額以下との項において「基礎給料月額という)

に達しないこととなる職

く )には、当ノの間、特定日P 後、附則

改正案

定により当該職の受ける給料月

月

として支給する

21

と特定日給'月

れる職員の受ける給料月額との合計額力

前項の定による1合の額と当該四料を支給さ

」新盤L

(市長が定める職を除

項の規定により当該職員の属tる職務の級に粘ける

,

高の号給の'A"月

との差に相当するを1合

定の適用については、同項中「基礎'口料月

日
△

り当該職員の属する職務の級における最高の号'、。の

のほ力

月額」とあるのは

給料月額と当該職の受ける給料月額」とする

18項の

22

'新盤L

基礎給

を超える場合における前項の

る

異動日の前日から引き続き10"表の適用を受け

り

同項の定による1合料を支'。される職との権'、上叱

(附則

則 20項に規定する

4条第2

要があると,忍められる職には当,の間当該職

「第4条 2項の定によ

の受ける給料月額のほか、市長が定めるところにより、

18項の規定の適用を受ける

前2項の規定に準じて算出したを1合料として支1念す

'新設L

と特定

23

される職以外の則

附則 20項又は前項のま定による

る職であって壬用の事1主を考慮して当該

を除く)であって

合される職との

当分の間、当該職員の受ける1合料月額のほ力には

市長が定めるところにより、前3項の規定に準じて算

に限

した額を給料として支給する

24

18項の規定の適用を受け

。される職に対する

上必要があると認められる職

則

の5

20項又は前2項の定による'合料を支

適用については

4項においで用する揚合をむ)の定の

とあるのは

を支'合

又は

亙」

25

23項の定による'合料の額との合計

を支

18条の2

仔合料の月額と

18

則

規定による給料その他附 1」

の2

18項の定による1合料月

規定の施行に関し必要な事項は' 市長が定める

18項から前項までに定めるもののほ力

26

5項(

5項中「給"の月額」

18

2 0項 2 2項

18項から前項までの

とす

20項の



9
級

8
級

7
級

給
料
月
額

6
級

給
料
月
額

5
級

給
料
月
額

[
略
]

4
級

給
料
月
額

[
略
]

3
級

給
料
月
額

[
略
]

2
級

給
料
月
額

[
略
]

1
級

給
料
月
額

[
略
]

職
務
の
級

給
料
月
額

[
略
]

職
員
の
区
分 給

料
月
額

[
略
]

号
給

9
級

[
略
]

8
級

[
堕

1

7
級

給
料
月
額

[
略
]

1

6
級

定
年
前
再
任
胆
巳
問
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

給
料
月
額

1

5
級

給
料
月
額

1

[
略
]

4
級

給
料
月
額

太
一
、
0
8
円

[
略
]

基
準
給
料
月
額

3
級

給
料
月
額

器
゛
、
零
0
円

[
略
]

1

2
級

給
料
月
額

獣
の
"
伽
0
0
 
円

亀

[
略
]

1

1
及

給
料
月
額

W
一
朝
、
=
0
円

[
堕

1

職
務
の
級

給
料
月
額

器
嶋
、
§
円

[
略
]

1

職
員
の
区
分 給

料
月
額

鴎
゛
、
の
8
円

[
麿

号
給

N
器
、
N
O
0
円

[
略
]

定
年
前
再
任
弔
問
勤
務
職
員

N
一
物
、
N
O
0
円

露
]

1
易
↓
、
↓
8
 
円

[
略
]

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

[
新
設
]1

[
新
設
]

主
、
含
0

1
器
中
、
等
0

1
W
留
、
伽
0
●

1
W
一
物
、
岑
0

1
舘
Φ
、
谷
0

1
鴎
▲
、
の
0
0

N
器
、
N
暑

再
任
用
職
員

N
一
朝
、
N
O
0

一
鶏
、
谷
0

別表第1(第4条開係)

行政職給料表

現行

別表第1(第4条関係)

行政職給料表

改正案

備考 [略] 備考 [略]

-27 ー



別表第2 (第4条関係)

医療職給料表

医療職給料表(1)

現行

1級

給料

河額

2級

〔略]

給料
月額

3級

[略]

別表第2 (第4条関係)

医療職給料表

医療職給料表(1)

給料
月額

4級

[略]

給料

月額

改正案

[略]

1級

」新盤L

給料
月額

2級

」逝盤L

2船,200

[略]

給料
月額

3級

[新設]

338,釦0

[略]

給料
月額

4級

備考

」新設王

393,ω0

[略]

[略]

給料

河額

4鉛,000

[略]

2船,200円 338,600円

備考

393,000巴

[略]

466,伽0巴

-28 -

職
務
の
級

職
員
の
区
分 号

給

[
略
]

讐

定
前
イ
堪
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

論雑
堕

雑
睦

職
務
の
級

職
員
の
区
分

定
前
任
用
間
勤
務
員

号
給

[
略
]1

嫌
暴
員

1



医療職給料表(2)

1級

現行

2級

給料

月額

ノ

〔略]

3級

給料

月額

[略]

4級

給料
月額

[略]

5級

給料
月額

[略]

医療職給料表(2)

給料
月額

[略]

改正案

1級

新設]

2級

給料

月額

〔設]

[略]

3級

給料
月額

[略]

4級

給料
月額

[新設]

〔略]

5級

備考

給料
月額

[略]

〔略〕

設

給料

月額

[略〕

備考 [略]
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職
務
の
級

職
員
の
区
分 号

給

[
略
]

麹
睦

定
年
前
任
用
時
間
勤
務
員
以
外
の
職
員

雑
睦

器
ド
石
0
円

熊
蹟
の
、
如
号
円

雑
睦

謡
W
、
朝
8
 
円

雑
睦

職
務
の
級

N
-
m
、
ぎ
0
円

職
員
の
区
分

定
年
前
再
イ
用
間
勤
務
員

号
給

一
伽
伽
、
↓
呂
円

[
略
]1

以
1
贇

器
N
"
岩
0

言

舗
の
、
中
0
0

N
会
、
宕
●

曽
物
"
谷
0

1
易
g
谷
●



料
額

給
月

料
額

給
月

料
額

給
月

料
額

給
月

職
務
の
級

料
額

給
月

職
員
の
区
分 号

給

麹
堕

[
賂

料
額

合
月

前
イ
果
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

鷲
器
Φ
"
-
0
0
円

料
額

会
月

麹
匪

賠
N
、
伽
暑
円

料
額

合
月

籍
亜

閤
N
、
き
0
円

料
額

給
月

雑
睦

職
務
の
級

N
器
"
心
8
 
円

料
額

給
月

職
員
の
区
分

定
年
前
再
イ
用
、
間
勤
務
職
員

器
伽
、
-
8
円

号
給

[
堕

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

N
伽
゛
"
一
゛
0

N
謁
、
伽
0
0

言

跳
M
、
含
0

[

誤
朝
、
心
呂

1
器
朝
、
岩
0

医療職給料表(3)

1級

現行

2級

[略]

3級

[略〕

4級

[略]

5級

〔略]

医療職給料表(3)

[略]

改正案

1級

新設]

2級

[略]

3級

新設]

備考

[略]

4級

[略]

[略]

5級

設] [新設

[略] [略]

備考 [略〕
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一般職の職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例新旧対照表【第5条関係】

0一般職の職員の勤務時間、休日、休蝦等に関する条

例

(勤務時問)

第2条[略]

現行

2 〔略]

3 法 28条の4

(昭和29年長崎市条例第31号)

28条の6第1項若しくは 2項の規定により採用

された職員で法'28条の5

間勤務の職を占めるもの(以下「再壬用短時間勤'職

員

1項

にかかわらず、休憩時問を除き 1週間当たり15時間

30分から31時間までの範囲内で、任命権者が定め

る。ただし、任命権者が特に必要と認める場合は、と

の限りでない。

4 [略]

5日曜日及ぴ土曜日は、週休日(勤務時間を御1り振ら

ない日をいう。以下同じ。)とする。ただし、任命権

者は、育児短時間勤務職員等にっいては、必要に応じ、

当該育児短時間勤務等の内容に従い二れらの日に加

えて月曜日から金曜日までの5日間において週休日

28条の5

0一般職の職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

」という。)の勤務時間は、第1項の規定

例

(勤務時間)

第2条'[略]

1項に規定する短時

1項又は

改正案

2 [略]

3 法第22条の4

(昭和29年長崎市条例第31号)

しくは

された職員で法 22条の4

間勤務の職を占めるもの(以下「定生曲吾佳翅^

閏勤獲職旦」という。)の勤務時間は、第1項の規定

にかかわらず、休憩時問を除き1週間当たり15時間

30分から31時問までの範囲内で、任命権者が定め

る。ただし、任命権者が特に必要と認める場合は、ニ

の限りでない。

4 [略]

5日曜旧及ぴ士曜日は、週休日(勤務時間を害1り振ら

ない日をいう。以下同じ。)とする。ただし、任命権

者は、育児短時問勤務職員等については、必要に応じ、

当該脊児短時間勤務等の内容に従いこれらの日に加

を設けるものとし、再用短時間勤務職

2項

任期付短時間勤務職員については、日曜日及び土曜日

に加えて、月曜日から金曜日までの5日間において週

休日を設けることができる。

6 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日間にお

いて、市長が別に定めるところにより、勤務時間を割

り振るものとする。ただし、育児短時間勤務職員等に

ついては、 1週間ごとの期間について、当該育児短時

問勤務等の内容に従い市長が別に定めるところによ

り、勤務時間を害此振るものとし、要任厘^

職旦^及び任期付短時間勤務職員については、1

週間ごとの期間について、市長が別に定めるところに

1項又は 22条の5

の規定により採用

1項に規定する短時

1項若

及び

えて月曜日から金曜日までの5日間において週休日

を設けるものとし、定前再用短時間勤務職及び

任期付短時間勤務職員については、日曜日及び土曜日

に加えて月曜日から金曜日までの5日問において週

休日を設けるととができる。

6 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日間にお

いて、市長が別に定めるところにより、勤務時間を割

り振るものとする。ただし、育児短時間勤務職員等に

ついては、 1週間ごとの期間について、当該育児短時

問勤務等の内容に従い市長が別に定めるところによ

り、勤務時間を割り振るものとし、庄生迫1^壁

閲勤務墜旦及ぴ任期付短時間勤務職員については、1

週間ビとの期間について、市長が別に定めるところに
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より、勤務時問を割り振るものとする。

7 前各項の規定にかかわらず、特別の勤務に従事する

職員の勤務時間は、休憩時間を除き1週間当たり38

時間45分(育児短時問勤務職員等にあ0ては、第2

現行

項の規定に基づき定める時間、再壬用短時間勤務職

にあっては、第3項の規定に基づき定める時間、

任期付短時間勤務職員にあ0ては、第4項の規定に基

づき定める時間)とし、任命権者は、当該職員につい

ては、市長が別に定める期間につき 1週間当たり1日

以上の割合で週休日(育児短時間勤務職員等にあうて

は、市長が別に定める期間につき 1週間当たり1日以

上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休

日)を設ける場合に限り、市長が別に定めるところに

より、週休日及び勤務時間の割振りについて別に定め

ることができる。

より、勤務時間を害拘振るものとする。

7 前各項の規定にかかわらず、特別の勤務に従事する

職員の勤務時間は、休憩時間を除き1週間当たり38

(年徐休暇)

第9条[略]

2 育児短時間勤務職員等、再壬用短時間勤務職

改正案

時間45分(育児短時間勤務職員等にあっては、第2

項の規定に基づき定める時間、定前再任用短時間勤

務職旦にあっては、第3項の規定に基づき定める時間、

任期付短時問勤務職員にあ0ては、第4項の規定に基

づき定める時間)とし、任命権者は、当該職員につい

ては、市長が別に定める期間につき 1週間当たり1日

以上の割合で週休日(育児短時間勤務職員等にあって

は、市長が別に定める期間につき 1週間当たり1日以

上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従った週休

田を設ける場合に限り、'市長が別に定めるところに

より、週休日及び勤務時間の割振りにういて別に定め

ることができる。

(年次休暇)

第9条[略]

及ぴ任期付短時間勤務職員に対しては、前項の規定

にかかわらず、 1月4日から 12月28日までの間に

粘いてその者の勤務時間等及び採用の日の属する月を

考慮し、 20日を超えない範囲内で市長が定める日数

の年歌休暇を与えるこ巴ができる。

(非常勤職員の勤務時間等)

第15条非常勤職員(再壬用短時間勤務

び任期付短時間勤務職員を除く。)の勤務時問等につ

いては、第2条から前条までの規定にかかわらず、そ

の職務の性質等を考慮して、市長が別に定める基準に

従い、任命権者が定める。

2 育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職

旦及び任期付短時間勤務職員に対しては、前項の規定

にかかわらず、 1月4日から12月28日までの間に

船いてその者の勤務時間等及び採用の日の属する月を

考慮し、 20日を超えない範囲内で市長が定める日数

の年炊休暇を与えることができる。

(非常勤職員の勤務時間等)

第15条非常勤職員(定前再用短時間務職及及

び任期付短時問勤務職員を除く。)の勤務時間等につ

いては、第2条から前条までの規定にかかわらず、そ

の職務の性質等を考慮して、市長が別に定める基準に

従い、任命権者が定める。
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0長崎市職員退職手当条例

(昭和32年長崎市条例第15号)

長崎市職員退職手当条例新旧対照表【第6条関係】

(趣旨)

第1条この条例は、職員け也方公務員法(昭和25年

現行

法律第261号)

公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第1

10号)第18条第1項及び一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する条例(平成21年長崎市条

例第39号)第4条の規定により採用された職員並ぴ

に地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第1

5条第1項、地方公営企業等の労働関係に関する法律

(昭和27年法律第289号)附則第5項及び長崎市

立学校職員の給与、勤務時問、休日、休暇等に関する

条例(平成3年長崎市条例第14号)第2条第1項に

規定する職員を除く。)の退職手当について必要な事

項を定めるものとする。

(定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係

る特伊D

第5条の3 第4条第1項に規定する11年以上25

年未満の期間勤続し、その者の非違によることなく勧

奨を受けて退職した者であって任命権者が市長の承

認を得たもの若しくは同条第2項に規定する死亡に

より退職した者又は第5条第1項若しくは第2項第

2号に規定する者のうち、定年に達する日の属する年

度の初日前に退職した者であって、その勤続期問が2

0年以上であり、かつ、退職の日の属する年度の末日

に郭けるその者の年齢が、退職の日に定められている

その者に係る定年から」上生を減じた年齢以上であ

るものに対する第4条第1項、第5条第1項及び前条

第1項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

表[略]

1項又は 28条の6

28 の4第1項

1項若しくは 2項、地方

0長崎市職員退職手当条例

(昭和32年長崎市条例第15号)

28条の5

(趣旨)

第1条この条例は、職員(地方公務員法(昭和25年

改正案

法律第261号) 22条の4 1項又は 22条の

5

公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第1

10号)第18条第1項及び一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する条例(平成21年長崎市条

例第39号)第4条の規定により採用された職員並び

に地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第1

5条第1項、地方公営企業等の労働関係に関する法律

(昭和27年法律第289号)附則第5項及び長崎市

立学校職員の給与、勤務時問、休日、休暇等に関する

条例(平成3年長崎市条例第14号)第2条第1項に

規定する職員を除く。)の退職手当にっいて必要な事

項を定めるものとする。

(定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係

る特例)

第5条の3 第4条第1項に規定する 11年以上25

年未満の期問勤続し、その者の非違によることなく勧

奨を受けて退職した者であって任命権者が市長の承

認を得たもの若しくは同条第2項に規定する死亡に

より退職した者又は第5条第1項若しくは第2項第

2号に規定する者のうち、定年に達する日の属する年

度の初日前に退職した者であって、その勤続期間が2

0年以上であり、かつ、退職の日の属する年度の末日

におけるその者の年齢が、退職の日に定められている

その者に係る定年から三』圧を減じた年齢以上であ

るものに対する第4条第1項、第5条第1項及ぴ前条

第1項の規定の適用については、炊の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

表〔略]

1項若しくは 2項 、 地方
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(退職手当の調整額)

第6条の4 退職Lた者に対する退職手当の調整額は、

その者の基礎在職期間(第5条の2第2項に規定する

基礎在職期間をいう。以下同じ。)の初日の属する月

からその者の基礎在職期間の末日の属する月までの

各月(地方公務員法第27条及び第28条の規定によ

る休職(公務上の傷病による休職、通勤による傷病に

よる休職及び職員を地方住宅供給公社法(昭和40年

法律第124号)に規定する地方住宅供給公社、地方

道路公社法(昭和45年法律第82号)に規定する地

方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に関する法

律(昭和47年法律第66号)に規定する土地開発公

社(以下「地方公社」という。)又は国家公務員退職

手当法施行令(昭和28年政令第215号)第6条に

規定する法人(退職手当(これに相当する給与を含

む。)に関する規程に船いて、職員が地方公社又はそ

の法人の業務に従事するために休職され、引き続いて

地方公社又はその法人に使用される者となった揚合

におけるその者の在職期間の計算については、地方公

社又はその法人に使用される者としての在職期間は

なかうたものとすることと定めているものに限る。以

下「休職指定法人」という。)の業務に従事させるた

めの休職を除く。)、地方公務員法第29条の規定に

よる停職その他これらに準ずる理由により現実に職

務に従事することを要しない期間のある月(現実に職

に'事することを要する日のあった河を除く以下

現行

(退職手当の調整額)

第6条の4 退職した者に対する退職手当の調整額は、

その者の基礎在職期間(第5条の2第2項に規定する

基礎在職期間をいう。以下同じ。)の初日の属する月

からその者の基礎在職期間の末日の属する月までの

各月(地方公務員法第27条及ぴ第28条の規定によ

る休職(公務上の傷病による休職、通勤.による傷病に

よる休職及び職員を地方住宅供給公社法(昭和40年

法律第124号)に規定する地方住宅供給公社、地方

道路公社法(昭和45年法律第82号)に規定する地

方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に関する法

律(昭和47年法律第66号)に規定する土地開発公

社(以下「地方公社」という。)又は国家公務員退職

手当法施行令(昭和28年政令第215号)第6条に

規定する法人(退職手当にれに相当する給与を含

む。)に関する規程において、職員が地方公社又はそ

の法人の業務に従事するために休職され、引き続いて

地方公社又はその法人に使用される者とな0た場合

におけるその者の在職期間の計算については、地方公

社又はその法人に使用される者としての在職期間は

なかうたものとすることと定めているものに限る。以

下「休職指定法人」という。)の業務に従事させるた

めの休職を除く。)、地方公務員法第29条の規定に

よる停職その他これらに準ずる理由により現実に職

務に従事することを要しない期間のある月(現実に職

改正案

が定めるものを除く。)ごとに当該各月にその者が属

していた炊の各号に掲げる職員の区分に応じて当該

ア調各号に定める額(以下

整月額」という。)のうちその額が最も多いものから

順次その順位を付し、その第1順位から第601慎位ま

での調整月額(当該各月の月数が60月に満たない場

合には、当該各月の調整月額)を合計した額とする。

(1)~(9)'[略]

[略]2~5

「休職月等」という。)のうち市長

務に従事することを要する口のあ0た月を栓二'_箆旦

垂第丑三亘E^「休職月等」という。)のうち市長

が定めるものを除く。)ごとに当該各月にその者が属

してぃた炊の各号に掲げる職員の区分に応じて当該

各号に定める額(以下三旦虫魯^「調

整月額」という。)のうちその額が最も多いものから

順次その順位を付し、その第1順位から第60順位ま

での調整月額(当該各月の月数が60月に満たない揚

合には、当該各月の調整月額)を合計した額とする。

(1)~(9)[略]

[略]2~5
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(失業者の退職手当)

第11条[略]

[略]2 ・ 3

4 第1項及び前項の規定による退職手当の支給に係

る退職が定年に達したことその他の市長が定める理

由によるものである壁旦旦L当該退職後一定の期問

求職の申込みをしないことを希望する場合において、

市長が定めるととろにより、市長にその旨を申し出た

ときは、第1項中「当該各号に定める期間」とあるの

は「当該各号に定める期間と、求職の申込みをしない

ことを希望する一定の期問(1年を限度とする。)に

相当する期間を合算した期問(当該求職の申込みをし

ないことを希望する一定の期間内に求職の申込みを

したときは、当該各号に定める期問に当該退職の日の

翌日から当該求職の申込みをした日の前日までの期

間に相当する期問を加算した期間)」と、「当該期間

内」とあるのは「当該合算した期間内」と、前項中「支

給期間」とあるのは「第4項において読み替えられた

第1項に規定する支給期間」■ミ土亙。

現行

(失業者の退職手当)

第11条[略]

[略]2 ・ 3

4 第1項及び前項の規定による退職手当の支給に係

る退職が定年に達したことその他の市長が定める理

由によるものである壁旦堕L当該退職後一定の期間

求職の申込みをしないととを希望する揚合において、

市長が定めるととろにより、市長にその旨を申し出た

ときは、第1項中「当該各号に定める期間」とあるの

は「当該各号に定める期間と、求職の申込みをしない

ととを希望する一定の期間(1年を限度とする。)に

相当する期間を合算した期間(当該求職の申込みをし

ないことを希望する一定の期間内に求職の申込みを

したときは、当該各号に定める期間に当該.退職の日の

翌日から当該求職の申込みをした日の前日までの期

間に相当する期間を加算した期問)」と、「当該期間

内」とあるのは「当該合算した期間内」と、前項中「支

改正案
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5~10 [略]

11 第1項、第3項及び第5項から前項までに定める

もののほか、第1項又は第3項の規定による退職手当

の支給を受けることができる者で次の各号の規定に

該当するものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる

金額を、退職手当として、雇用保険法の規定による技

能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移

転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給す

る。

(1)~(4)〔略]

(5)公共職業安定所、職業安定法箆3金策宣虫に

規定する特定地方公共団体若しくは同法第18

給期間」とあるのは「第4項において読み替えられた

第1項に規定する支給期間とし、当該退職の日後に

事

定めるものを除く)を開始した職その他これに準

(その実施鳥が30日未満のものその也市長力

ずるものとして市長が定める職が市長が定めると

ころにより市長にその=を申し出たときは、当該事

業の実施

及び

た日

5(当該実施期間の日が4年から

く

の

ない

5~10 [略]

11 第1項、第3項及び第5項から前項までに定める

もののほか、第1項又は第3項の規定による退職手当

の支給を受けることができる者で次の各号の規定に

該当するものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる

金額を、退職手当として、雇用保険法の規定による技

能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移

転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給す

る。

(1)~(4)〔略]

(5')公共職業安定所、職業安定法第丑金第旦虫に

規定する特定地方公共団体若しくは同法第18

を超える場合に浦ける当該超える日

)は

定により

1項及び本項の規定による間に参入し

定される 司の日数を除レ

1項

を除



条の2に規定する職業紹介事業者の紹介した職

業に就くため、又は市長が雇用保険法の規定の

例により指示した同法第58条第1項に規定す

る公共職業訓練等を受けるため、その住所又は

居所を変更する者同条第2項に規定する移転

費の額に相当する金額

(6)[略]

[略]12~17

(退職後禁鈿以上の刑に処せられた場合等の退職手
^

当の支給制限)

第14条退職をした者に対しまだ当該退職に係るー

般の退職手当等の額が支払われていない揚合におい

て、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者(第1

号又は第2号に該当する場合において、当該退職をし

た者が死亡したときは、当該一般の退職手当等の額の

支払を受ける権利を承継した者)に対し、第12条第

1項に規定する事情及び同項各号に規定する退職を

した場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案し

て、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給しな

いこととする処分を行うことができる。

(1)[略]

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額

の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職

期問中の行為に関し地方公務員法第29条第3項

の規定による懲戒免職処分似下「墨任担墜旦_

に対する免職処分」という。)を

現行

条の2に規定する職業紹介事業者の紹介した職

業に就くため、又は市長が雇用保険法の規定の

例により指示した同法第58条第1項に規定す

る公共職業訓練等を受けるため、その住所又は

居所を変更する者同条第2項に規定する移転

費の額に相当する金額

(田[略]

[略]1 2~ 1 7

(退職後禁鈿以上の刑に処せられた場合等の退職手

当の支給制限)

第14条退職をした者に対しま.だ当該退職に係るー

般の退職手当等の額が支払われていない場合におい

て、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者(第1

号又は第2号に該当する場合において、当該退職をし

た者が死亡したどきは、当該一般の退職手当等の額の

支払を受ける権利を承継した者)に対し、第12条第

1項に規定する事情及び同項各号に規定する退職を

した場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案し

て、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給しな

いこととする処分を行うことができる。

(1)[略]

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額

の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職

期間中の行為に関し地方公務員法第29条第3項

の規定による懲戒免職処分(以下「定生並吾佳旦

厘壁閲勤^に対する免職処分〕という。)を

受けたとき。

(3)当該退職手当管理機関が、当該退職をした者(定

象となる者を除く。)にっいて、当該退職後に当

該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期問中に懲戒免職等処分

を受けるべき行為をしたと認めたとき。

[略]2~6

(退職をした者の退職手当の返納)

第15条退職をした者に対し当該退職に係る一般の

退職手当等の額が支払われた後において、次の各号の

いずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者に対し、第12条第1

案改 正

前再壬用短時間務職に対する免職処分の対

受けたとき。

(3)当該退職手当管理機関が、当該退職をした者(垂
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象となる者を除く。)について、当該退職後に当

該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分

を受けるべき行為をしたと認めたとき。

[略]2~6

(退職をした者の退職手当の返納)

第15条退職をした者に対し当該退職に係る一般の

退職手当等の額が支払われた後において、炊の各号の

いずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手当

管理機関は、当該退職をした者に対し、第12条第1

用職 に対する免職処分の対



項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生計の

状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額(当該退

職をした者が当該一般の退職手当等の支給を受けて

いなければ第11条第3項、第6項又は第8項の規定

による退職手当の支給を受けることができた者(次条

及び第17条において「失業手当受給可能者」とい

う。)であった場合にあ0ては、これらの規定により

現行

算出される金額(次条及び第17条において「失業者

退職手当額」という。)を除く。)の全部又は一部の

返納を命ずる処分を行うことができる。

(1)[略]

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額

の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職

に対する免職処分を受けたとき。

(3)当該退職手当管理機関が、当該退職をした者(再

期間中の行為に関し再壬用職

項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生計の

状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額(当該退

職をした者が当該一般の退職乎当等の支給を受けて

いなければ第11条第3項、第6項又は第8項の規定

による退職手当の支給を受けることができた者(次条

及び第17条において「失業手当受給可能者」とい

う。)であった場合には 、これらの規定により

象となる職員を除く。)について、当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべ

き行為をしたと認めたとき。

[略]2~6

(退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納

壬用職

改正案

算出される金額(次条及び第17条において「失業者

退職手当額」という。)を除く。)の全部又は一部の

返納を命ずる処分を行うことができる。

(1)[略]

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額

の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職

付)

第17条退職をした者(死亡による退職の場合には、

その遺族)に対し当該退職に係る一般の退職手当等の

額が支払われた後において、当該一般の退職手当等の

額の支払を受けた者(以下この条において「退職手当

の受給者」という。)が当該退職の日から6月以内に

第15条第1項又は前条第1項の規定による処分を

受けるととなく死亡した場合(炊項から第5項までに

規定する場合を除く。)において、当該退職に係る退

職手当管理機関が、当該退職手当の受給者の相続人

に対する免職処分の対

に対する免職処分を受けたとき。

(3)当該退職手当管理機関が、当該退職をした者(定

期間中の行為に関し定年前再任用短時r

象となる職員を除く。)について、当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。

[略]2~6

(退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納

年前再壬用短時間勤務職に対する免職処分の対

(包括受遺者を含む P 下この条

いて同じ。)、に対し、当該退職の日から6月以内に、

当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中

に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを疑

うに足りる相当な理由がある旨の通知をしたときは、

当該退職手当管理機関は、当該通知が当該相続人に到

付)

第17条退職をした者(死亡による退職の場合には、

その遺族)に対し当該退職に係る一般の退職手当等の

額が支払われた後に翁いて、当該一般の退職手当等の

額の支払を受けた者(以下この条において「退職手当

の受給者」という。)が当該退職の日から6月以内に

第15条第1項又は前条第1項の規定による処分を

受けるごとなく死亡した場合(次項から第5項までに

規定する場合を除く。)において、当該退職に係る退

職手当管理機関が、当該退職手当の受給者の相続人

(包括受遺者を含む以下この項から第6項までにお

職

にお

いて同じ。)に対し、当該退職の日から6月以内に、

当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中

に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを疑

うに足りる相当な理由がある旨の通知をしたときは、

当該退職手当管理機関は、当該通知が当該相続人に到
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達した日から6月以内に限り、当該相続人に対し、当

該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定

の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められ

ることを理由として、当該一般の退職手当等の額(当

該退職をした者が失業手当受給可能者であった場合

にあ0ては、失業者退職手当額を除く。)の全部又は

現行

一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことが

できる。

2 退職手当の受給者が、当該退職の日から6月以内に

第15条第5項又は前条第3項に郭いて準用する行政

手続条例第15条第1項の規定による通知を受けた場

合において、第15条第1項又は前条第1項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したとき(歌項から第

5項までに規定する場合を除く。)は、当該退職に係

る退職手当管理機関は、.当該退職手当の受給者の死亡

の日から6月以内に限り、当該退職手当の受給者の相

続人に対し、当該退職をした者が当該退職に係る一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期問中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたと認められることを理由として、当該一般の

退職手当等の額(当該退職をした者が失業手当受給可

能者であった場合にあっては、失業者退職手当額を除

く。,)の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処

分を行うことができる。

3 退職手当の受給者(遺族を.除く。以下この項から第

5項までに粉いて同じ。)が、当該退職の日から6月

以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起

訴をされた場合(第13条第1項第1号に該当する場

合を含む。次項において同じ。)に北いて、当該刑事

事件にっき判決が確定することなく、かつ、第15条

第1項の規定による処分を受けることなく死亡したと

きは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から6月以内に限り、当該退

職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が

当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認められることを理由

として、当該一般の退職手当等の額(当該退職をした

者が手当受給可能者であった場合にあっては、失

達した日から6月以内に限り、当該相続人に対し、当

該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定

の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められ

ることを理由として、当該一般の退職手当等の額(当

該退職をした者が失業手当受給可能者であった場合

、失業者退職手当額を除く。)の全部又はには

改正案

一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことが

できる。

2 退職手当の受給者が、当該退職の日から6月以内に

第15条第5項又は前条第3項において準用する行政

手続条例第15条第1項の規定による通知を受けた揚

合において、第15条第1項又は前条第1項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したとき(次項から第

5項までに規定する場合を除く。)は、当該退職に係

る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡

の日から6月以内に限り、当該退職手当の受給者の相

続人に対し、当該退職をした者が当該退職に係る一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたと認められることを理由として、当該一般の

退職手当等の額(当該退職をした者が失業手当受給可

、失業者退職手当額を除能者であった場合には

く。)の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処

分を行うととができる。

3 退職手当の受給者(遺族を除く。以下この項から第

5項までにおいて同じ。)が、当該退職の日から6月

以内に基礎在職期問中の行為に係る刑事事件に関し起

訴をされた場合(第13条第1項第1号に該当する場

合を含む。次項において同じ。)において、当該刑事

事件にっき判決が確定することなく、かつ、第15条

第1項の規定による処分を受けることなく死亡したと

きは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から6月以内に限り、当該退

職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が

当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認められることを理由

として、当該一般の退職手当等の額(当該退職をした

失が手当受給可能者であった場合には 、

-38 -



業者退職手当額を除く。)の全部又は一部に相当する

額の納付を命ずる処分を行うことができる。

4 退職手当の受給者が、当該退職の日から6月以内に

基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴を

された場合において、当該刑事事件に関し禁鋼以上の

刑に処せられた後において第15条第1項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の

死亡の日から6月以内に限り、当該退職手当の受給者

の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に

関し禁鈿以上の刑に処せられたことを理由として、当

該一般の退職手当等の額(当該退職をした者が失業手

当受給可能者であ0た場合にあっては、失業老退職手

現行

当額を除く。)の全部又は一部に相当する額の納付を

命ずる処分を行うことができる。

5 退職手当の受給者が、当該退職の日から6月以内に

当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に

業者退職手当額を除く。)の全部又は一部に相当する

額の納付を命ずる処分を行うことができる。

4 退職手当の受給者が、当該退職の日から6月以内に

基礎在職期問中の行為に係る刑事事件に関し起訴を

された場合において、当該刑事事件に関し禁鈿以上の

刑に処せられた後において第15条第1項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の

死亡の日から6月以内に限り、当該退職手当の受給者

の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に

関し禁鋼以上の刑に処せられたことを理由として、当

該一般の退職手当等の額(当該退職をした者が失業手

当受給可能者であった場合には 、失業者退職手

改正案

関し再壬用職

を受けた場合において、第15条第1項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当該退職に係

る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡

の日から6月以内に限り、当該退職手当の受給者の相

続人に対し、当該退職をした者が当該行為に関し吾佳

用職

ことを理由として、当該一般の退職手当等の額(当該

退職をした者が失業手当受給可能者であうた場合に

あっては、失業者退職手当額を除く。)の全部又はー

部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。

[略]6 ~8

附則

(施行期日)

[略]1~16

(特殊の期間を有する者の勤続期間の特例)

に対する免職処分

当額を除く。)の全部又は一部に相当する額の納付を

命ずる処分を行うことができる。

5 退職手当の受給者が、当該退職の日から6月以内に

当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に

5項ただし中「退に

39

に対する免職処分を受けた

閧し定前再壬用短時E

を受けた場合において、第15条第1項の規定による

処分を受けることなく死亡したときは、当該退職に係

る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡

の日から6月以内に限り、当該退職手当の受給者の相

続人に対し、当該退職をした者が当該行為に関し定生

17

の同年同月同日以前における

昭和28年7月31日に現に在職していた職

ては炊項の定による外

この場合において

前再壬用短時間勤務職に対する免職処分を受けた

ことを理由として、当該一般の退職手当等の額(当該

退職をした者が失業手当受給可能者であった場合E

は、失業者退職手当額を除く。)の全部又はー

部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。

[略]6~8

附則

(施行期日)

[略]1~ 1 6

(特殊の期問を有する者の勤続期間の特例)

17 」剋塗L

務

より とあるのは「退職(市長が定める退職(以下「特

に対する免職処分

8条

8条の規定の例による

間の計につヤ



殊退職」という)を除く)により」と読み替える

ものとする

18

げる者であったものが当該各号に掲げる日から昭和

昭和20年8月15日に現に次の各号のーに掲

現行

28年7月31日までの問に也に就職するごとなく

職となうた場合においては、当該各号に掲げる者で

あうた,鳥はそのものの職としての在職

き,ルいたものとみなす

( 1 ) 外地官署所職

外地官署所属職の身ノに関する件(昭和21年

令

( 2 )

る

7号)の定によりその身ノを保留す28

間が満了する日の翌日

外国政府職員、外国特殊機関職又は在外研究

旦

昭和20年8月16日

(3)救

18

△里墨

19

[削除]

ヨに 1

改正案

その身ノを失0た日

で戦地勤務に服したことのある者又は軍

昭和20

(救護で戦地

殊機職及び在外研究を除く以下この項におし

て「外地官署所属職等という)であった者で同

8月15日に現に前項各号に掲げる

日において本邦外にあっだもののうち昭和28年8

月1日以後においてその本邦に帰還した日から3年

に服したことのある者、外国特

特殊の事戸があると認められる場Aには壬命権者

が市長と協議して定める間を加

の項において同じ)以内に職とな0たものについ

ては外地{署所属職

同年8月1日以後に郭いて初に開始する職

ての在職,間に引き続いたものとみなしてその勤続

期間を計するものとするただし、本邦に1 還した

日から当該職としての在

」直雌L19

までの問に他に就職したことがあった者については、

この限りでない

であ0た期間はその者の

20

した問以下ご

前項に規定する者の昭和28年7月31日(伺年

8月 leP 後に附則

が満了る外地官

満了する日以前における

は、前項の定に該当するものを除き

1 の開始の日の前日

の例によるこの場合において

とし

18項

職にっいては、当該間力

1号に定する期間

間の計について

8条 5項ただし

20

8

哨"除]

の 定

-40
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書中「退職により」とあるのは「退職(特殊退職を除く)

により

21 昭和28年7月31日に現に在職する

と読み替えるものとする

則

続いた在職間中において職として在職した後こ

現行

19項に規定る者のうち職としての引き

の条例の定による退職手当又はこれに相当tる、合

与の支、合を受けて特退職をし、かっ、職となった

ことがある者が退職した場合におけるその者に対す

る一般の退職手当の額は

定にかかわらず、その者の退職の日における給料河額

に

除した判合を乗じて写たとする

1号に掲げる割合から

( 1 ) その者力

又は

計算した額の退職手当の支給を受けるものとし

た場合に船ける当該退職手当の額の当該給料月

3

( 2 )

」削墜L21

額に対,、る割合

から

3条から

その者が特退職をした際にその際支給を受

2号に掲げる割合を控

改正案

6条までの規

けたこの条例の定による退職手当又はこれに

相当司、る'合与のの計の基礎となうた

6条までの規定により

間をこの条例の定により計

みなした場合のこの条例の定による退職手当

の支給を戸けたものとした場合における当該退

職手当の額の当該特殊退職の日におけるその者

[略]22~25

(勤続期間による退職手当の、特伊D

26 当分の間、 35年以下の期問勤続して退職した者

に対する退職手当の基本額は、第3条から第5条の3

まで の規定によ

の'合料月 に対する割合

した

り計算した額にそれぞれ100分の83.7を乗じて

得た額とする。この場合において、第6条の5第1項

中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第26項」

と,、る。

27 当分の間、第3条第1項の規定に該当する退職を

し、かつ、その勤続期間が36年以上42年以下であ

る者に対する退職乎当の基本額は、同項又は第5条の

の規定により計算した額に前項2

期

間と

に定める割合を乗じて得た額とする。

28 当分の問、第5条

[略]2 2~2 5

(勤続期間による退職手当の特価の

26 当分の間、 35年以下の期間勤続して退職した者

に対する退職手当の基本額は、第3条から第5条の3

する退職をし、かつ、その勤続期間が35年を超える

まで及び附則 40項から

り計算した額にそれぞれ100分の83.7を乗じて

得た額とする。ごの揚合において、第6条の5第1項

中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第26項」

とする。

27 当分の問、第3条第1項の規定に該当する退職を

し、かつ、その勤続期間が36年以上42年以下であ

る者に対する退職手当の基本額は、同項又は第5条の

2盈墜附旦1^旦更の規定により計算した額に前項

に定める割合を乗じて得た額とする。

28 当分の間、第5条区蛙堕旦ル第^の規定に該当

する退職をし、かつ、その勤続期間が35年を超える

の規定に該当

46項までの規定によ

41



者に対する退職手当の基本額は、その者の勤続期間を

35年として附則第26項の規定の例により計算し

て得られる額とする。

[略]29~38

現行

(平成34

手当の取扱い)

39

する第11条第10項の規定の適用については、同項

中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附

則第5条」と、同項第2号中「イ雇用保険法第22

条第2項に規定する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であうて、伺法第24条の2第1項

第2号に掲げる者に相当する者として市長が定める

者に該当し、かっ、市長が同項に規定する指導基準に

照らして再就職を促進するために必要な職業安定法

第4条第4項に規定する職業指導を行うことが適当

であると認めたもの」とあるのは

「イ雇用保険法第22条第2項に規定する厚生労

働省令で定める理由により赴職が困難な者であう

て、同法第24条の2第1項第2号に掲げる者に

相当する者として市長が定める者に該当し、か

つ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再

赴職を促進するために必要な職業安定法第4条第

4項に規定する職業指導を行うことが適当である

と認めたもの

ウ特定退職者であって、雇用保険法附則第5条第

1項に規定する地域内に居住し、かつ、市長が同

法第24条の2第1項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業安定法第

4条第4項に規定tる職業指導を行うととが適当

であると認めたもの(アに掲げる者を除く。)」

と司、る。

[新設]

平成34

3月31日以前に退職した職員の退職

3珂31日以前に退職した職員に対

者に対する退職手当の基本額は、その者の勤絖期間を

35年として附則第26項の規定の例により計算し

て得られる額とする。

29~38

(令和7

改正案

手当の取扱い)

39

[略]

3月31日以前に退職した職員の退職

する第11条第10項の規定の適用については、伺項

中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附

則第5条」と、同項第2号中「イ雇用保険法第22

条第2項に規定する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であって、伺法第24条の2第1項

第2号に掲げる者に相当する者として市長が定める

者に該当し、かっ、市長が同項に規定する指導基準に

照らして再就職を促進するために必要な職業安定法

第4条第4項に規定する職業指導を行うことが適当

であると認めたもの」とあるのは

「イ雇用保険法第22条第2項に規定する厚生労

働省令で定める理由により就職が困難な者であっ

て、同法第24条の2第1項第2号に掲げる者に

相当する者として市長が定める者に該当し、か

う、市長が同項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定法第4条第

4項に規定する職業指導を行うことが適当である

と認めたもの

ウ特定退職者であって、雇用保険法附則第5条第

1項に規定する地域内に居住し、かつ、市長が同

法第24条の2第1項に規定する指導基準に照ら

して再航職を促進するために必要な職業安定法第

4条第4項に規定する職業指導を行うことが適当

であると認めたもの(アに掲げる者を除く。)」

と,、る。

令和7 3月31日以前に退職した職員に対

5

40 当ノの間

5 未満の期間勤,した者であって 60歳に達した

日以後その者の非違によるこ乞なく退職した者(定年

の定めのない職を退した者及び同項又は同条

項の定に該当する者を除く)に対する退職手当の

4条第1項の定は、 11年以上2

基本について準用するこの場合における

-42 -

定の適用については、同条

とあるのは 5条又は

1項

1」 40項とする

2

「又は

3条の



、

[新設]

現行

[新設]

[新設]

41

期問勤続した者であって 60歳に達した日以後その

当分の間

〔新設]

者の非違によることなく退職した者(定の定めのな

V、

改正案

に該当tる者を除く)に対する退職手当の基本に

を退職した者及び同条

5条 1項の定は、 25年以上の

て準用するこの場合におけるつ、

1

用については盲条 1項中「又は

は

42

に支給する退職手当の基本額にっいては適用しない

前2項の規定は次に掲げる職が退職した場合

( 1 )

5条又は附則 41項とする

1項又は

( 2 )

定条例

43

合与そのの処遇の,'況が前号にげる

2項の規定

,、る職として市長が定める職

の規定による職の給料月額の定は給料月額の減

一般職の職員の給与に関する条例

3条ただし書に規定する職

額改定に該当しないものとする

の規定の適

44

とあるの

5

当の間

未満の,間勤続し、その者の非違によることなく

承き忍を写たもの若しくは同条 2項に定する死亡

を戸けて退職した者であって壬命

により退職した者又は 5条 1項若しくは 2項

4条 1項に定する11

2号に規定tる者のうち定年に達する日の属する

年度の初日前に退職Lた者であって、その勤続期間が

20年以上でありかつ退職の日の属する年度の末

に

日におけるその者の齢が、退職の日に定められてレ

18項

るその者にf、る定から20年を減じた年齢以上で

あるもの(歌項において「定年前早退'者という)

に対する第5条の3及び

以上2

ついては

が市長の

るのは「定年(

者にあっては60歳とし、同項

該当る職にあうては65歳とし同項

5条の3本文

げる職にあっては市長が定める年齢とする)に達

tる日」と

6

42項各号に掲げる職 P 外の

1項の項

の3の規定の適用に

の2

「定年に達する日

の項

1項

5条の3の表 4条 1項及ぴ 5条

項中「その者に係る定と退職の日の属する度の末

5条の2

日に紛けるその者の齢との差に相当tる

6条の2

1号にキげる職に

2号の項並びに

-43

につき

とあ

1項

1号の項及び

とあるのは「その者に係る定年(附則

2号に

1号の項及び 5条

6 の3の表 6条

6条の2 2号の

1

42

3
 
5



現行

」新盤L

項各号に掲げる職以外の者にあ0ては60歳とし

同項 1号に掲げる職に該当する職にあっては

6 5歳とし、同項

にあっては市長が定める年齢とする)と退職の日の

'逝設L

改正案

属する

当司、る年

45

の末日におけるその者の年齢とのに相

2号に掲げる職に該当する職

当,のル、定前早,退職老に、する

1

定の適用については

'

につき

とあるのは「15年をと,'るほ力

に掲げる者の区,に応じ

の日に定められているその者に係る定年」とあるのは

それぞれ同表の

と,、る

附則第42項各号に掲げ

る職員以外の者

附則第42項第1号に掲

げる職員

5条の3本文中「20年

附則第42項第2号に掲

げる職員

に掲げる字句とする

5条の3本文中「退職

5

46

の3

次の表の左

6 0歳

者であって前項の表の左欄に掲げる者が同表の右欄に

当分の間、'公務上の病又は死亡により退職した

掲げる齢に達した日P後に退職したときにおける

6 5歳

5条の3及び 6条の3の定の適用については

5条の3の表 4条

市長が定める年齢

5

号の項並びに 6条の3の表 6条の項

の2

1号の項及び第6条の2

1項

3」とあるのは

定められているその者に係る定年と退の日における

1口の項及び

1項及び 5条

その者の年との差に相当する年で除して写た割

貪ι上二主亙」

「 1 00

5

1項の

2号の項

の2

の2を退職の、日において

1項

6条の2

「 1 00

2

の
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長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧対照表【第7条関係】

0長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例

俳合与の種類)

第2条上下水道局に勤務する企業職員で常時勤務を

要するもの及び地方公務員法(昭和25年法律第26

1号)第三』金里旦^に規定する短時問勤務の職

を占める職員(以下「職員」という。)の給与の種類は、

給料、給料の調整額、管理職手当、初任給調整手当、

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、

夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤務手当、

期末手当、勤勉手当、特定任期付職員業績手当及び退

職手当とする。

(豆任団墜旦笠にういての適用除外)

現行

(昭和32年長崎市条例第17号)

0長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例

絲合与の種類)

第2条上下水道局に勤務する企業職員で常時勤務を

要するもの及び地方公務員法(昭和25年法律第26

1号)第旦三垂四丑^に規定する短時間勤務の職

を占める職員(以下「職員」という。)の給与の種類は、

給料、給料の調整額、管理職手当、初任給調整手当、

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任

手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、

夜問勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤務手当、

期末手当、勤勉手当、特定任期付職員業績手当及び退

第20条第6条、第6条の3及び第16条の規定は、

地方公務員法 28条の4 1項 28条の5 1

改正案

項又は

より採用された職員には適用しない。

(1)~(3)[略]

2 [略]

(昭和32年長崎市条例第17号)

28 の6 1項若しくは

職手当と,、る。

(定年前再壬用短時間務職等にういての適用除

2項の規定に

外)

第20条第6条、第6条の3及び第16条の規定は、

地方公務員法 22条の4 1項又は 22条の5

より採用された職員には適用しない。

(1)~(3)[略]

2 [略]

1項若しくは 2
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単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種類及び基準に関する条伊」新旧対照表【第8条凱司

0単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種

類及び基準に関する条例

(昭和32年長崎市条例第34号)

(画任翅壁員笠にっいての適用除外)

第16条第5条、第5条の3及ぴ第13条の規定は、

現行

地方公務員法 28条の4

項又は第28条の6

より採用された職員には適用しない。

2 [略]

(臨時の職員等の給与)

第17条臨時の職員及び非常勤職員(豆任臣極堕閲勤

務霊旦^及び任期付短時間勤務職員を除く。)の

給与にっいては、職員の給与との均衡を考慮して、任

命権者が市長と協議して別に定める。

1項若しくは 2項の規定に

1項

0単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種

類及び基準に関する条例

短時問務の職を占める職及ぴ任期付短時間

28条の5

(昭和32年長崎市条例第34号)

(定年前再壬用短時閻勤務職等についての適用除外)

改正案

第16条第5条、第5条の3及び第13条の規定は、

1

0長崎市職員互助会条例

(昭和37年長崎市条例第29号)

地方公務員法 22条の4

俳且織)

第2条互助会は、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第204条第1項の規定による本市の職員・(次の

各号のいずれかに該当する職員を除く。)及び市長が

別に定める者(以下「会員」という。)をもって組織

する。

(1)~(2)[略]

(3)長崎市立学校職員の給与、勤務時閲、休日、休

暇等に関する条例(平成3年長崎市条例第14

号)第2条に規定する学校職員(長崎県教職員互

助組合(長崎県教職員互助組合に関する規則(昭

和36年長崎県教育委員会規則第4号)第1条に

規定する長崎県教職員互助組合をいう。)の組合

第1項若しくは第2項

より採用された職員には適用しない。

2 [略]

(臨時の職員等の給与)

第17条臨時の職員及ぴ非常勤職員(定生前吾佳胆厘

堕間勤務職旦及び任期付短時間勤務職員を除く。)の

給与にっいては、職員の給与との均衡を考慮して、任

命権者が市長と協議して別に定める。

長崎市職員互助会条例新旧対照表【第9条関係】

現行

1項又は 22条の5

の規定に

0長崎市職員互助会条例

(昭和37年長崎市条例第29号)

i

俳且織)
"゛

第2条互助会は、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第204条第1項の規定による本市の職員(次の

各号のいずれかに該当する職員を除く。)及び市長が

別に定める者(以下「会員」という。)をもって組織

する。

(1)~(2)[略]

(3)長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休

暇等に関する条例(平成3年長崎市条例第14

号)第2条に規定する学校職員(長崎県教職員互

助組合(長崎県教職員互助組合に関する規則(昭

和36年長崎県教育委員会規則第4号)第1条に

規定する長崎県教職員互助組合をいう。)の組合

改正案

勤務職員に限る。)

員である職員、再壬用短時間務職

勤務職員に限る。)

1項に規定する

及び任期付短時間

員である職員、法 22条の4
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、

長崎市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例新旧対照表【第10条関係】

0長崎市立学校の教育職員の給与等に関する特別措

置に関する条例

(趣旨)

第1条この条例は、公立の羨務教育諸学校等の教育職

員の給与等に関する特別措置法(昭和46年法律第7

7号)第3条及び第6条の規定に基づき、長崎市立長

崎商業高等学校の校長、教頭、教諭、養護教諭、助教

諭、養護助教諭、講師(常時勤務の者及び地方公務員

法紹和25年法律第261別第旦旦丞四上^

に規定する短時問勤務の職を占める者に限る。)及ぴ

実習助手(以下「教育職員」という。)の給与その他

の勤務条件について特例を定めるものとする。

現行

(昭和46年長崎市条例第30号)

0長崎市立学校の教育職員の給与等に関する特別措

置に関する条例

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例新旧対照表【第11条関係】

(趣旨)

第1条この条例は、公立の義務教育諸学校等の教育職

員の給与等に関する特別措置法(昭和46年法律第7

7号)第3条及ぴ第6条の規定に基づき、長崎市立長

崎商業高等学校の校長、教頭、教諭、養護教諭、助教

諭、養護助教諭、講師(常時勤務の者及ぴ地方公務員

法(昭和25年法律第261号)第三_2^

に規定する短時問勤務の職を占める者に限る。)及び

実習助手(以下「教育職員」.という。)の給与その他

の勤務条件について特例を定めるものとする。

改正案

0外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例

[略]

(昭和46年長崎市条例第30号)

(職員の派遣)

第2条[略]

2 法第2条第1項に規定する条例で定める職員は、次

に・掲げる職員とする。

(1)~(3)[略]

(4)長崎市職員の定年等に関する条例(昭和59年

長崎市条例第37号)第4条第1項の規定により

旦ι宣粧ど△工勤務させることとされ、又は同条第2

項の規定により期限を延長することとされている

職員

[新設]

現行

1

(平成元年長崎市条例第33号)

0外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例

( 5 )

(職員の派遣)

第2条[略]

2 法第2条第1項に規定する条例で定める職員は、次

に掲げる職員とする。

(1)~(3)[略]

(4)長崎市職員の定年等に関する条例(昭和59年

長崎市条例第37号)第4条第1項の規定により

旦ι室'光空_勤務させることとされ、又は同条第2

項の規定により期限を延長することとされている

改正案

[略]

(平成元年長崎市条例第33号)

職員

(5)長崎市職の定年等に関する条例 9条

から

規定により延長された間をむ)を延長され

1項

(田

4項までの規定により異動期間(これらの

た管理監職を占める職
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長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休暇等に関する条例新旧対照表【第12条関係】

0長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休暇等

に関する条例

(定義)

第2条この条例において「学校職員」とは、徐に掲げ

る者をいう。

(1)長崎市立長崎商業高等学校の校長、教頭、教諭、

助教諭、養護教諭、養護助教諭、講師(常時勤務

の者及び地方公務員法第三a金四^墓に規定

する短時間勤務の職を占める者に限る。次号にお

いて同じ。)及び実習助手

(2)~(5)[略]

(支給)

第3条学校職員に対して、給料、管理職手当、初任給

調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、宿日直手当、管理職員

特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当(以下緜合料等」

現行

(平成3年長崎市条例第14号)

」

0長崎市立学校職員の給与、勤務時間、休日、休暇等

に関する条例

(定義)

第2条この条例において「学校職員」とは、次に掲げ

る者をいう。

(1)長崎市立長崎商業高等学校の校長、教頭、教諭、

助教諭、養護教諭、'養護助教諭、講師(常時勤務

の者及び地方公務員法第2上金里^虫に規定

する短時間勤務の職を占める者に限る。次号にお

いて同じ。)及ぴ実習助手

(2)~(5)[略]

(支ネ剖

第3条学校職員に対して、給料、管理職手当、初任給

調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、宿日直手当、管理職員

特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当(以下「給料等」

という。)を支給する。ただし、地方公務員法第三呈という。)を支給する。ただし、地方公務員法第28

条の4 1項又は 28条の5第1項の規定により

改正案

採用された学校職員(以下「再壬用

」という。)に対しては、給料等のうち、初任給

調整手当、扶養手当及ぴ住居手当は支給しない。

[略]

(平成3年長崎市条例第14号)

2

(退職手当)

第10条学校職員(再壬用職

く。)の退職手当は、長崎県の職員の例による。

2

は支給しない。

(臨時職員の給与等)

第12条第3条から第10条までの規定にかかわら

再壬用

ず、臨時職員及び非常勤職員(再壬用短時占務職

N、

及び任期付短時間勤務職員を除く。)の給与等

にっいては、任命権者が市長と協議して別に定める。

条の4

採用された学校職員(以下「定年前再用短時F 勤務

に対しては、退職手当

雅旦」という。)に対しては、給料等のうち、初任給

調整手当、扶養手当及ぴ住居手当は支給しない。

[略]

1項

2

を除

(退職手当)

第10条学校職員(定年前再壬用短時間務職を除

く)の退職手当は、長崎県の職員の例による。

2

0

は支給しない。

(臨時職員の給与等)

第12条第3条から第10条までの規定にかかわら

定年前再壬用短時間務

の規定により

ず、臨時職員及び非常勤職員(定年前再壬用短時間

務壁旦及び任期付短時間勤務職員を除く。)の給与等

にっいては、任命権者が市長と協議して別に定める。

に対しては、退職手当
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一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例新旧対照表 1第13条関係】

0一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例

(平成13年長崎市条例第12号)

附則

(再任用職員についての適用除外)

8

現行

前3項の規定は、地方公務法(昭和25年法律

1号)26

又は

採用された職には適用しなレ

(委任)

11 附貝1晦5項から第10項まで_L第旦'^と

に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が定める。

28条の6

28条の4

1項若しくは 2項の規定により

1項 28条の5

0一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例

(平成13年長崎市条例第12号)

0

公益的法人等への職員の派遣に関する条例新旧対照表【第14条関係】

附則

(再任用職員についての適用除外)

8 [削除]

0公益的法人等への職員の派遣に関する条例

(平成13年長崎市条例第32号)

1項

改正案

(職員の派遣)

第2条任命権者は、法第2条第1項各号に掲げる団体

のうち、次に掲げる団体との間の取決めに基づき、当

該団体の業務にその役職員として専ら従事させるた

め、職員(次項に定める職員を除く。,)を派遣するこ

とができる。

(1)(2)[略]

2 法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。

(1)臨時的に任用される職員その他の法律により任

期を定めて任用される職員け也方公務員法(昭和

現行

(委任)

11 附則第5項から第10項まで

に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、市長が定める。

0公益的法人等への職員の派遣に関する条例

(平成13年長崎市条例第32号)

(職員の派造)

第2条任命権者は、法第2条第1項各号に掲げる団体

のうち、次に掲げる団体との間の取決めに基づき、当

該団体の業務にその役職員として専ら従事させるた

め、職員(次項に定める職員を除く。)を派遣するこ

とができる。

(1)(2)[略]

2 法第2条第1項の条例で定める職員は、炊に掲げる

職員とする。

(1)臨時的に任用される職員その他の法律により任

期を定めて任用される職員(地方公務員法(昭和

25年法律第261号)

28条の5

改正案

ニ」生第2聖の規定により採用された職員(以下

「再壬用職」という)を除く。)

1項又は第28条の6

28条の4 1項

1項若し

25年法律第26 1号)

22

の規定により採用された職員

を除く。)

の5
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1項若しくは 2項

22条の4 1項又は



(2)非常勤職員(豆佳艮墜旦:空地方公務員法第豊三

垂里旦^に規定する短時間勤務の職を占める

ものを除く。)

(3)[略]

(4)長崎市職員の定年等に関司、る条例(昭和59年

長崎市条例第37号)第4条第1項の規定により

引き続いて勤務させることとされ、又は同条第2

現行

項の規定により期限を延長することとされている

職員

[新設]

( 2 )

(5)[略]

3 [略]

非常勤職員(

垂虫丑^に規定する短時間勤務の職を占める

壁旦を除く。)

[略]

長崎市職員の定年等に関する条伊1(昭和59年

長崎市条例第37号)第4条第1項の規定により

旦!窒』逃窒_勤務させるこ,ととされ、又は同条第2

項の規定により期限を延長するとととされている

職員

改正案

( 3 )

( 4 )

人事行政の運営等の状況の公表に関する条例新旧対照表【第15条関係】

0人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

(平成17年長崎市条例第18号)

地方公務員法第23

(任命権者の報告事項)

第3条前条の規定により人事行政の運営の状況に関

し、任命権者が報告しなけれぱならない事項は、職員

(臨時的に任用された職員及ぴ非常勤職員(地方公務

員法第2」'釜虫^墓に規定する短時問勤務の職

を占める職員及び同法第22条の2第1項第2号に

掲げる職員を除く。)を除く。以下同じ。)に係る次

に掲げる事項とする。

(1)~(10)[略]

( 5 )

現行

長崎市職の定年等に関する条例 9条 1項

から第4項までの規定により異動期間(二れらの

-50,ゞー

規定により正長されナ

た管理監職を占める職

(田

3

[略]

[略]

問をむ)を延長され

0人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

(平成17年長崎市条例第18号)

(任命権者の報告事項)

第3条前条の規定により人事行政の運営の状況に関

し、任命権者が報告しなければならない事項は、職員

(臨時的に任用された職員及び非常勤職員(地方公務

員法第三三垂四丑^に規定する短時間勤務の職

を占める職員及び同法第22条の2第1項第2号に

掲げる職員を除く。)を除く。以下同じ。)に係る炊

に掲げる事項とする。

(1)~(10)[略]

改正案



.

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例新旧対照表【第16条関係】

0一般職の任期付職員の採用及ぴ給与の特例に関す

る条例

第8条第3条の定により壬を定めて採用された

職旦^の給料月額については、一般職の職員

の給与に関する条例(昭和26年長崎市条例第113

号。以下璞合与条g山という。)第5条第9項の規定

を準用,、る。

2 第4条の規定により任期を定めて採用された職員

(以下「任期付短時間勤務職員」という。)の給料月

額についてば、給与条例箆旦会鐘1旦^の規定を

準用する。

(任期付短時間勤務職員についての給与条例の適用

除外等)

第10条給与条例第7条の4から第9条まで、第9条

現行

(平成21年長崎市条例第39号)

0一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例

第8条第3条又は 4条の規定により壬を定めて

第10条の2の規定は、壬期付短時間勤務職の4、

改正案

握星窒1上女^の給料月額については、一般職の職員

の給与に関する条伊」(昭和26年長崎市条例第113

号。以下畭合与条伊」」という。)第5条第9項の規定

を準用する。

2 」剋除L

2 任期付短時間勤務職員に対する給与条例第14条

第2項の規定の適用にっいては、同項中「彊任胆厘壁

旦ヨ醒^」とあるのは、「厘ヨ^

壁旦^又は一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例(平成21年長崎市条例第39

号)第4条の規定により任期を定めて採用された短時

問勤務職員」とする。

(平成21年長崎市条例第39号)

には、適用しない。

(任期付短時間勤務職員についての給与条例の適用

除外等)

第10条給与条例第7条の4から第9条まで、第9条

の4、第10条の2の規定は、第4条の規定により壬

を定めて採用された職

時問勤務職

2 任期付短時間勤務職員に対する給与条例第14条

第2項の規定の適用にっいては、同項中「庄生並彊佳

翅,^」とあるのは、「筵当^

閏勤務職旦又は一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例(平成21年長崎市条例第39

号)第4条の規定により任期を定めて採用された短時

間勤務職員」とする。

と、、う

(次項において「

)には、適用しない。

付短
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